
平成22年度介護従事者処遇状況等調査（案）  

（訪問介護事業所票）   

平成22年7月調査  

事業所番号  1234567890   

施設名   0000   

所在地   東京都千代田区×××町2丁目1－1   

経営主体   社会福祉法人   

地域区分   特別区   

右のラベルの5つの項目は、必至建  

造していただき、誤りや訂正がござい  

ましたら、恐れ入りますが朱書きで修  

重をお願い申し上げます。  

lD   1234567890   

パスワード  54321   

お手数をおかけしますが、下の（1）～（5）に必ずご記入をお願いいたします。  

（1）電 話 番 号  
（  ）  

（2）F A X 番号：  （  ）  

（3）Eメールアドレス：  ＠  

（4）回答担当者：ご氏名  （役職：  ）  

（5）活動の状況（平成22年7月1日時点）  

（下の1～3のいずれか1つに○）  

ニ＝  
活動中  2．休止  3．廃止  

郁劃こ言己入していただく必要l  

で、このまま調査票を返送してください。  
せんの  

（平成22年7月31日までに投函をお願いします）  

ゆ厚生労働 省老健局   



訪問介護における給与等の状況についておうかがいします  

間1．給与等の引き上げ状況について  
（1）平成21年4月1日～平成21年9月30日の間の訪問介護におl  
む）状況について、該当する番号に○をつけてください。  

藷従事者の轟  の引き上げ（手当の新詔腐含  

1平成21年4月から平成21年9月30日までに、給与等を引き上げた  

2 平成21年4月から平成21年9月30日までに、給与等を引き上げていない   

（2）平成21年10月＝］～平成22年6月30日の間の訪問介護における介護従事者の給j  
む）状況について、該当する番号に○をつけてください。   

の引き上げ（手当の新設を含  

1給与等を引き上げた  

2 給与等の引き上げを行わなかったが、1年以内に引き上げる予定  

3 給与等の引き上げを行っておらず、今後も引き上げる予定なし  

4 その他（具体的に：   

（r3」を選択した場合は、  

問1（8）へお進みください）  

）  

【問1（2）で「1」または「2」と答えた方におうかがいします】 （3） 

，  

予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

1給与表（賃金表等）を改定して賃金水準を引き上げた（予定）  

2 定期昇給（毎年一定の時期に事業所の昇給制度に従って行われる昇給）を実施（予定）  

3 各種手当の引き上げまたは新設（予定）  

4 賞与等の支給金額の引き上げまたは新設（予定）  

5 その他（具体的に：  （4）三■ 
，  

予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

1平成21年度介護報酬改定を踏まえて給与等を引き上げた（予定）  

2 介護職員処遇改善交付金を踏まえて給与等を引き上げた（予定）  

3 平成21年度介護報酬改定や介護職員処遇改善交付金に関わらず給与等を引き上げた（予定）  

4その他（具体的に： 
）  

（5  

いてお答えください。（複数回答可）  

1事業所の職員全員について、給与等を引き上げ（予定）  

2訪問介革における介護従事者全員について、給与等を引き上げ（予定）  

3何らかの要件に該当した訪問介護における介護従事者のみ、給与等を引き上げ（予定）  

4 給与等を引き上げる予定だが、対象者については未定   

■‾■■■■■■－■－1一●●－■●■－■■■－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－－－一一－－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一－■■■－－  

【間1（5）でr4」と答えた方におうかがいします】  

（6）  

ください。（複数回答可）  

1勤続年数を要件として引き上げ  

2 経験年数を要件として引き上げ  

3 資格の保有を要件として引き上げ  

4 サービス提供責任者を要件として引き上げ  

5 勤務形態（常勤・非常勤）を要件として引き上げ  

6 雇用形態（正規・非正規）を要件として引き上げ  

7 勤務時間を要件として引き上げ  

8 人事評価に基づいて引き上げ  

9 その他（具体的に：  

¶／「   



【問1（3）で「3」と答えた方におうかがいします】  

（7）乎彪1年10月1日～平成22年6月30日の間の各種手当の引き上げまたは新設を行ったものについて、該当する番  
号に○をつけてください。1年以内に各種手当を引き上げまたは新設する予定の場合も、本間についてお答えくださ  
い。なお、引き上げまたは新設を行っていない場合は  

1時間外手当（早朝・深夜・休日手当等）   

2 家族（扶養）手当‘   

3 通勤手当・交通費   

4 移動手当   

5 職務手当（役付手当等）  

10に○をつけてください。（複数回答可）  

6 資格手当   

7 研修手当   

8 処遇改善手当   

9 その他（具体的な名称：  

10引き上げまたは新設なし  

【問1（2）で「3」と答えた方におうかがいします】  

（8）平成21年10月＝∃～平成22年6月30日の間の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）を行わな力、った理由について、  

該当する番号に○をつけてください。（複数回答可）  

1人員配置を厚くして職員の業務負担軽減を図ることを優先したため  

2 現在の給与水準が他の施設・事業所と比べ高いため  

3 平成21年9月末までに給与等を引き上げているため  

4 経営が安定しないため  

5 増収分を借入金の返済にあてたため  

6 介護報酬の収入が減少したため  

7 支出が収入を上回ったため  

8 その他（具体的に：  

訪問介護における介護職員処遇改善交付金についておうかがいします  

間2．介護聯員処遇改善交付金について  
について、該当する番号に○をつけてください。  

平成21年度  平成22年度   

1申請している（申請予定、申請中を含む）   

2 申請していない   2   2   

【問2（1）で「1」と答えた方におうかがいします】  

（2）介護職員処遇改善交付金については、基本給、手当．一時金のいずれを引き上げることで対応しているか、該当する  

番号に○をつけてください。（複数回答可）  

平成21年度  平成22年度   

1交付金は給与表（賃金表等）を改定して賃金水準を引き上げることで対応（予定）   

2 交付金は定期昇給を実施することで対応（予定）   2   2   

3 交付金は毎月支給される手当として対応（予定）   3   3   

や交付金は、一時金として対応（予定）   4   4   

lっ・一時金として対応している場合、一時金の支給時期を記載して下さい。   月   月   

（3）訪問介護における介護報酬総額（平成22年6月分）及び交付金の支給対象となる介護職員数（常勤換算数）（平成22  

年6月）をお答え下さい。  

平成22年6月   

訪問介護における介護報酬総額  

介護職員数（常勤換算数）  

弓  l    l  

【問2（1）で平成21年度もしくは平成22年度欄においてr2」と答えた方におうかがいします】  
（4）介護職員処遇改善交付金の申請を行わない理由について該当する番号に○をつけてください。（複数回答可）  

平成21年度  平成22年度  ロ  ロ  2  2  3  3  4  4  5  5   

明  

平成21年度  平成22年度   

6   6   

7   7   

8   8   

1対象の制約のため困難  

2 事務作業が煩雑  

3 平成24年以降の取扱が不  

4 追加費用負担の発生  

5 キャリアパス要件が不明  

6 非常勤職員等の処遇上の問題  

7 賃金改善の必要性がない  

8 支給要件を達成できない  

9 その他（具体的に：  

10 その他（具体的に：  

）（平成21年度）  

）（平成22年度）   

2  



訪問介護における給与等の引き上げ以外の処遇改善状況についておうかがいします  

問3．誼鼠企並の介護従事者に対する給与等の引き上げ以外の処遇に関し  1   2   3   4   5   6   7   

て、平成21年10月～平成22年6月までに実施した対応状況についておう  （今内礎・  （今内従  （今従  ．、今内従  （今内従  今従  今従   
かがいします。下表（A）～（0）の項目ごとに、該当する1－5の欄を1つだ  今回容来 後更等よ  今回容来 後更等よ  今回来 後新、  今回客来 後内等よ  今回容来 後内等よ  後来 実及  後来 も及   

け○をつけてください。  先にをり  
実充変実  
す実更施  
るし（  る  
予たし平  
定て成  
をお2  
含りl  

お  
ら  

月  む、年 、ノ4   
か  か  ず   

ら 9  ら 9  

月  月  月  月  
未  末  未  未  

（注）  

ま  ま  ま  ま  
で   で   で   で   
の  の  の  の  

従来‥一平成Zl年9月30日以前  開  間  間  間   
に   に  に   に   

今回・‥平成21年10月1日～平成22年6月30日  

今後・‥1年間を目途   

■ 

（A）職員（事務職員等を含む）の増員（派遣を含む）による業務負担の軽減   2   3   4   5   6   7   

（B）夜勤の見直しや有給休暇の取得促進等の労働条件の改善   2   3   4   5   6   7   

（C）能力や仕事ぶりの評価と配置・処遇への反映   2   3   4   5   6   7   

（D）昇給または昇進・昇格要件の明確化   2   3 4   5   6   7   

（E）非正規職員から正規職員への転換機会の確保   2   3   4   5   6   7   

（F）賃金体系等の人事制度の整備   2   3   4   5   6   7   

その他処遇全般について（具体的に記載してください）  

■‡教育≡雄株 

（G）資格取得や能力向上に向けた教育研修機会の充実や対象者の拡大   2   3   4   5   6   7   

（H）資格取得や外部の研修参加にかかる費用等の負担（一部を含む）   2   3   4   5   6   7   

（Ⅰ）部下指導を管理職等の役割として明確化   2   3   4   5   6   7   

（J）新人職員の指導担当・アドバイザーの設置   2   3   4   5   6   7   

その他教育・研修について（具体的に記載してください）  

▲喧嘩痩身 

（K）定期的なミーティング等による仕事上のコミュニケーションの充実  2   3   4   5   6   7   

（L）仕事内容や労働条件に関する個別面談機会の確保   2   3   4   5   6   7   

（M）腰痛対策、メンタルケア等を含めた健康管理の充実   2   3   4   5   6   7   

（N）出産・子育て・家族等の介護を行う職員への支援の強化   2   3   4   5   6   7   

（0）事故やトラブルへの対応体制の整備   2   3   4   5   6   7   

その他職場環境について（具体的に記載してください）  

▼rl肇   



併設しているサービスについておうかがいします  

間4．併設サービス等の状況について  

（1）平成22年6月30日時点において、同一又は隣接の敷地内で運営しているサービスについて  

該当する番号に○をつけてください。（複数回答可）  

08通所介護（※）  
09適所り／＼ヒリテーション（※）  

10短期入所生活介護（※）  

11短期入所療養介護（※）  

12特定施設入居者生活介護（※）  

13居宅介護支援  

（※） 14介護予防支援（地域包括支援センター）  

01介護老人福祉施設  

02介護老人保健施設  

03介護療養型医療施設  
04訪問介護（※）  

05訪問入浴介護（※）  

06訪問着譲（※）  

07訪問リノ、ヒリテーション  

15小規模多機能型居宅介護（※）  

16夜間対応型訪問介護  

17認知症対応型適所介護（※）  

18認知症対応型共同生活介護（※）  

19地域密着型特定施設  

20地域密着型介護老人福祉施設  

（※）は、介護予防を含む  

（2）訪問介護および上記の質問で○をつけたサービスのうち、平成22年6月サービス分において、  

最も介護収入が多いサービスを番号でお答えください。  

上記（1）の「01」～「20」の中で最も収入の多い番号⊂□  

（3）訪問介護の介護収入は、上記（1）で○をつけたもののうち約何割程度か、お答えください。  

平成22年6月の介護収入割合 約⊂］割程度  

訪問介護における収支の状況についておうかがいします  

間5．訪問介護における、収支状況が平成21年6月と比べてどの様に変化したか、該当する番号に○をつけてください。  

1 平成21年6月と比較して事業活動収支差額（売上総利益）が、10％程度増加した  

2 平成21年6月と比較して事業活動収支差額（売上総利益）が、5％程度増加した  

3 平成21年6月と事業活動収支差額（売上総利益）は、ほぼ変わらない  

4 平成21年6月と比較して事業活動収支差額（売上総利益）が、5％程度減少した  

5 平成21年6月と比較して事業活動収支差額（売上総利益）が、10％程度減少した  

6 その他（具体的に‥  
）  

訪問介護における加算の算定状況及び利用者の状況についておうかがいします  

問6．訪問介護において、以下の加算を算定している場合、該当する番号に○をつけてください。（複数回答可）  

加算項目   生成呈適塾且   生成呈星空日月   

1 特定事業所加算（Ⅰ）   

2 特定事業所加算（Ⅱ）   2   2   

3 特定事業所加算（Ⅲ）   3   3   

4 中山間地域等における′」、規模事業所加算   4   4   

問7訪問介護における、平成21年6月および平成22年6月の延べ訪問回数（国保連請求額の基になって  

いる回数）をお答えください。  

平成21年6月（1か月）の延べ訪問回数  平成22年6月（1か月）の延べ訪問回数  

訪問介護における介護職員数及び採用・離職の状況についておうかがいします  

間臥訪問介護における職員数及び採用・離職の状況  

（1）訪問介護における、平成22年6月30日時点における訪問介護昌数（派遣職員を含む）をお答えください。  

実人数  

常勤   非常勤   

訪問介護員   人   人   

（2）訪問介護における、1年間（平成21年7月1日～平成22年6月30日まで）の援用者数及び離放者   
数についてお答えください。  

採用者数（実人数）  離職者数（美人数）  

常勤   非常勤   常勤   非常勤   

訪問介護貞   人   人   人   人  



i問介護の織員の給与等の状況についておうかがいします  
訪問介護員（4人のうち1人）、サービス提供責任者（全員）の方についてご記入ください。  

勤務形態     職位  実労働 時間   資格の取得状況  

く平  
だ成  
さ2  6   （て訪い6  （つらて6   

ず  て成  甥前続成  い1   態つ月     だあ月  い月  月   ○く当る月  
れ  く 2  合に年2   年   にい中     さる3  ○中  中   はだす黄3  
か  だ2  は同数2  虔   （）てに     い場0  に  の   いさる格0  
に  さ年  、－を年  と   を、ぉ  合日  お  実   くい番が日  
○  い6  そ法記6  平   つ該け  暗  け  労   つ ○号あ時  つさるが時   
を   月  こ人入月  成   け当る  0点  る  働   で にり点  でい番あ点   
つ   3  でのし3  2   てす勤  をで  実  日   圭 0まに  も ○号りに   

け   0  の経て0  2   をし有  にま兼   
て   日  勤営く日  年   くる務  

つ管  労  数  
け理  働  を   ったし  0し務   

く  に  さ叛態  て職  時  けらて  をたし  
だ  お  間  
さ  け   

しヽ  記   
る 年   入  勤   
齢   め等軍事  ロ  
を   てに業   
記  

旦  職  
鼻   く  い   

入  ー  だ  
て   

供  門  
樺  

職  

責  員  
いて薫け   任  

導 員   
を  士   

平成 21年度  ロ  2  ロ  2   日    2  3  4  5  6  7  8  9  10  

男  女  歳   年  

平成 2Z年度  ロ  2  1  2  ロ   時置  
日  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9  10  皿   

田  男  女  歳   年   

時置   

日    2  3  4  5  6  7  8  9  10  2  3  4  5  6  7  8  

男  女  歳   年   

平成 22年度  ロ  2  ロ  2   

日  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9  1Q  皿  1  2  3  4  5  6  7  8   

平成 21年度  ロ  2  1  2   1  2  3  4  5  6  了   2  3  4  5  6  7  8  

男  女  歳   年  

平成 之2年虔  1  2  ロ  2  ロ   ；己 ＝二‾   

日  ロ  2  3  4  5  6  7   2  3  4  5  6  7  8   
平成 21年度  ロ  2  1  2  ロ   時間   日    2  3  4  5  6  7  8  9  10      2  3  4  5  6  7  8  

男  女  鼓   年  

平成 Z2年度  ロ  2  ロ  2  ロ   時間   
日  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9  10  皿  ロ  2  3  4  5  6  7  8   

平成 21年度  ロ  2  ロ  2  ロ   時間   日    2  3  4  5  6  7  8  9  10      2  3  4  5  6  7  8  

5）  男  女  歳   年  

平成 22年度  ロ  2  1  2  ロ   時間   
日  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9  10  皿  ロ  2  3  4  5  6  7  8   

平成 21年虔  ロ  2  ロ  2  ，1   

7）  男  女  歳   年  

平成 22年虔  ロ  2  ロ  2  ロ   時間   

平成 21年度  1  2  ロ  2  ロ   2  3  4  5  6  了  8  9  10      2  3  4  5  6  7  8  

き）  男  女  歳   年  

平成 22年度  l  2  ロ  2  ロ   時愕   
日  口  2  3  4  5  6  7  8  9  10  皿  ロ  2  3  4  5  6  7  8   

平成 21年度  ロ  2  l  2  ロ   日    2  3  4  5  6  7  8  9  10    1  2  3  4  5  6  7  8  

9）  男  女  歳   年  

平成 22年虔  ロ  2  ロ  2   

日  ロ  2  3  4  5  6  了  8  9  10  皿  ロ  2 

平成 21年度  時置   日    2  3  4  5  6  7  8  9  10  

lO）  男  女  歳   年  

平成 之2年度  l  2  ロ  n 2  ロ  
日  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9  10  皿  ロ  2  3  4  5  6  7  8   

5  

▼’▼‾二T▼野   



担当サービ   決まって支給する給与  一時金  
ス  （賞与・その他の！篭時支給分）   

く分与絵 日   
だ）・すま4  
さのそるで月  
い合の予に1  
0計他定支日  
接のの結か  
を臨－さら  
記時晴れ9   
入支金た月  
し給（・3  

t   

て賞支0  

1 2  2   さ月6   さ日6   1 2  3  4 5 6   7  8  9   

身l生   い紘月   い額月   い給月  果 家  通  移   資   研  処  そ   
体 活  0で時   ○で時   で時  岸 族  勤  動  格  修  遇  の   
介 援  記点   記点   
護 助  

記点  
入の   入の   右（l－8）の  

し基   し基   当合計 ＊・一時金（賞与・その他の   手   臨時支給分）がない場合は、  

て本  て本  当   0（ゼロ）を記入してください。   

く給  く給  
だを  だを   さ時6  匹  

0   円  
記 入  

例  B  2  3              円  円      l l  

円  ロ  ♂  ♂  ♂  円    ロ  β  ♂  ♂  ク  円  ロ  2 3  4  5  6  7  8  9  

円    イ  β  β  ♂  ♂  円  ロ  2 3  4  5  6  7  8  9  4   β  0  0  ロ  0  円   

円  円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9  円  
】  

（1）  ロ  2  3              円            円                                                             ロ  2  3              円            円          円  円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9                円   

2  3  
円  円  円  円  1  2  3  4  5  6  7  8  9  円  

（2）   

2  3  
円           円          円  円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9  

円   

2  3  円  円  円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9  円  円  
（3）   

ロ  2  3              円        』 l    円  円  円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9                円   

2  3  円  円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9  円  
（4）   

ロ  2  3            円  ‖ ‖       円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9  円   

2  3  円  円  円  円    2  3  4  5  6  7  8  9  円  
（5）   

ロ  2  3  円           円  円  円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9                円   

2  3  
円  

円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9  円  

（6）   

ロ  2  3  円  
円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9  

円  

2  3  円  円  円  円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9  円  

（7）   

円    ‖      u  円  円              円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9                円   

2  3  円  円  円  円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9  円  
（8）   

ロ  2  3              円            円          円              円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9                円   

2  円  円  円    2  3  4  5  6  7  8  9   円  
（9）   

ロ ロ   【2   ロ                  ‖  u             l円  

2  3  円  円  円  円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  7  円  
（10）   

ロ  2  3  
円  l                                                                                            円          円              円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  7                円   

仁
U
 
 
 



平成22年度介護従事者処遇状況等調査（案）  

（適所介護事業所票）   

平成22年7月調査  

事業所番号  1234567890   

施設名   0000   

所在地   東京都千代田区×××町2丁目1－1   

経営主体   社会福祉法人   

地域区分   特別区   

右のラベルの5つの項目は、必至延  
豊していただき、誤りや訂正がござい  

ましたら、恐れ入りますが重量皇至産  

室をお願い申し上げます。  

lD   1234567890   

パスワード  54321   

お手数をおかけしますが、下の（1）…（5）に必ずご記入をお願いいたします。  

（1）電 話 番 号  （  ）  

（2）F A X 番 号：  （  ）  

（3）Eメールアドレス：  ＠  

（4）回 害 担 当 者：ご氏名  （役職：  ）  

（5）活動の状況（平成22年7月1［］時点）  

（下の1～3のいずれか1つに○）  

：‾ミ．廃lI  
⊂〕  

活動中  2．休止  

査に記入していただく必  

で、個送してくださいし  

はありませんの  

（平成22年7月31［］までに投函をお願いします）  

ゆ厚生 労働 省老健局   



適所介護における給与等の状況についておうかがいします  

間1．給与等の引き上げ状況について  
（1）平成21年4月1日～平成21年9月30日の問の適所介護におl  
む）状況について、該当する番号に○をつけてください。  

の引き上げ（手当の新設を含  諾従事者の畜  

1平成21年4月から平成21年9月30日までに、給与等を引き上げた  

2 平成21年4月から平成21年9月30日までに、給与等を引き上げていない   

（2）平成21年10月1日～平成22年6月30日の間の適所介護における介護従事者の給j  
む）状況について、該当する番号に○をつけてください。   

の引き上げ（手当の新設を含  

1給与等を引き上げた  

2 給与等の引き上げを行わなかったが、1年以内に引き上げる予定  

3 給与等の引き上げを行っておらず、今後も引き上げる予定なし  

4 その他（具体的に：   

（「3」を選択した場合は、  

問1（8）へお進みください）  

）  

【問1（2）で「1」または「2」と答えた方におうかがいします】  

（3）平成21年10月1日～平成22年6月30日の闇の適所介護における介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設を含  
む）の状況について、該当する番号に○をつけてください。なお、1年以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）  

予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

1給与表（賃金表等）を改定して賃金水準を引き上げた（予定）  

2 定期昇給（毎年一定の時期に事業所の昇給制度に従って行われる昇給）を実施（予定）  

3 各種手当の引き上げまたは新設（予定）  

4 賞与等の支給金額の引き上げまたは新設（予定）  

5 その他（具体的に：  

（4）平成21年10月1日～平成22年6月30日の聞の適所介諸における介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設を含  
む）の理由について、該当する番号に○をつけてください。なお、1年以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）  
予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

1平成21年度介護報酬改定を踏まえて給与等を引き上げた（予定）  

2 介護職員処遇改善交付金を踏まえて給与等を引き上げた（予定）  

3 平成21年度介護報酬改定や介護職員処遇改善交付金に関わらず給与等を引き上げた（予定）  

4 その他（具体的に：  ）  

（5）平成21年10月1日～平成22年6月30日の問の給与等の引き上げ（手当の新設を含む） の対象者について、該当す  
る番号に○をつけてください。なお、1年以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間につ  
いてお答えください。（複数回答可）  

1事業所の職員全員について、給与等を引き上げ（予定）  

2 適所介護における介護従事者全員について、給与等を引き上げ（予定）  

3 通所介護における介護職員全員について、給与等の引き上げ（予定）  

4 何らかの要件に該当した通所介護における介護従事者のみ、給与等を引き上げ（予定）  

5 給与等を引き上げる予定だが、対象者については未定  

【間1（5）で「4」と答えた方におうかがいします】  

（6）平成21年10月1日～平成22年6月30日の問の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の要件について、該当する番号  
に○をつけてください。なお、1年以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答え  
ください。（複数回答可）  

1勤続年数を要件として引き上げ  

2 経験年数を要件として引き上げ  

3 資格の保有を要件として引き上げ  

4 勤務形態（常勤・非常勤）を要件として引き上げ  

5 雇用形態（正規・非正規）を要件として引き上げ  

6 勤務時間を要件として引き上げ  

7 管理職について引き上げ  

8 管理職以外の者について引き上げ  

9 人事評価に基づいて引き上げ  

10その他（具体的に：   



【間1（3）で「3」と答えた方におうかがいします】  
卿について、該当する番  

（7）室成2   号に○をつけてください。1年以内に各種手当を引き上げまたは新設する予定の場合も、本間についてお答えくださ  
い。なお、引き上げまたは新設を行っていない場合は、8に○をつけてください。（複数回答可）  

1時間外手当（早朝・深夜・休日手当等）  

2 家族（扶養）手当  

3 通勤手当  

4 職務手当（役付手当等）  

5 資格手当  

6 処遇改善手当  

7 その他（具体的な名称：  

8 引き上げまたは新設なし  

【問1（2）で「3」と答えた方におうかがいします】  

（8）平成21年1q月1欄間の給与  
該当する番号に○をつけてください。（複数回答可）  

の引き上げ（手当の新設を含む）を行わなかった理由について、  

1人員配置を厚くして職員の業務負担軽減を図ることを優先したため  

2 現在の給与水準が他の施設・事業所と比べ高いため  

3 平成21年9月末までに給与等を引き上げているため  

4 経営が安定しないため  

5 増収分を借入金の返済にあてたため  

6 介護報酬の収入が減少したため  

7 支出が収入を上回ったため  

8 その他（具体的に二  

通所介護における介護職員処遇改善交付金についておうかがいします  

問2．介護職員処遇改善交付金について  
適所介喜誉における介護臆昌処遇改善交」寸金の申謝犬況について、該当する番号に○をつけてください。  

（1）  

平成21年度  平成22年度   

1申請している（申請予定、申請中を含む）   

2 申請していない   2   2   

【間2（1）で「1」と答えた方におうかがいします】  

（2）介護職員処遇改善交付金については、基本給、手当、一時金のいずれを引き上げることで対応しているか、該当する  

番号に○をつけてください。（複数回答可）  

平成21年度  平成22年度   

1交付金は給与表（賃金表等）を改定して賃金水準を引き上げることで対応（予定）   

2 交付金は定期昇給を実施することで対応（予定）   2   2   

3 交付金は毎月支給される手当として対応（予定）   3   3   

や交付金は、一時金として対応（予定）   4   4   

t・｝一時金として対応している場合、一時金の支給時期を記載して下さい。   月   月   

（3）通所介護における介護報酬総額（平成22年6月分）及び交付金の支給対象となる介護職員数（常勤換算数）（平成22  

年6月）をお答え下さい。  

平成22年6月   

通所介護における介護報酬総額  

介護職員数（常勤換算数）  

【  l  

【問2（1）で平成21年産もしくは平成22年度欄において「2」と答えた方におうかがいします】  
（4）介護職員処遇改善交付金の申請を行わない理由について該当する番号に○をつけてください。（複数回答可）  

平成21年度  平成22年度  6  6  7  7  8  8   

平成21年度  平成22年産   

2   2   

明  3   

4   4   

5   5   

1対象の制約のため困難  

2 事務作業が煩雑  

3 平成24年以降の取扱が不  

4 追加費用負担の発生  

5 キャリアパス要件が不明  

6 非常勤職員等の処遇上の問題  

7 賃金改善の必要性がない  

8 支給要件を達成できない  

9 その他（具体的に：  

10 その他（具体的に：  

）（平成21年度）  

）（平成22年度）   

2
 
 



通所介護における給与等の引き上げ以外の処遇改善状況についておうかがいします  

間3．通底＿企護の介護従事者に対する．  の引き上げ以外の処遇に関し  1   2   3   4   5   6   7   

て、平成21年10月～平成22年6月までに実施した対応状況についておう  ｛今内従  へ今内従  （今従  〈今内従  （今内従  今従  今従   
かがいします。下表（A）－（0）の項目ごとに、該当する1～5の欄を1つだ  今回容束 後更等よ  今回容来 後更等よ  今回来 後新、  今回容来 後内等よ  今回客来 後内等よ  後来 実及  後来 も及   

け○をつけてください。  充にをり  
実充変実  
す実更施  
るし）（  る  
予たし平 て成  
定  

し  
つ  

をお2  
含りl  て  

お  
む、年 4 月  ら  

て月  月  ず   
か  か  
ら  ら  
9  9  9  9  

月  月  月  月  
末  末  末  未  

（注）  ま   ま   ま   ま   
で  で  で  ‾ご  

従来‥・平成21年9月30日以前  の  の  の  の  
間  間  間  間   

今回・・・平成21年10月1日”平成22年6月30日   に   に  に   に   

今後‥・1年間を目途   

■ 処遇全般   

（A）職員（事務職員等を含む）の増員（派遣を含む）による業務負担の軽減   2   3   4   5   6   7   

（B）有給休暇の取得促進等の労働条件の改善   2   3   4   5   6   7   

（C）能力や仕事ぶりの評価と配置・処遇への反映   2   3   4   5   6   7   

（D）昇給または昇進・昇格要件の明確化   2   3   4   5   6   7   

（E）非正規職員から正規職員への転換機会の確保   2   3   4   5   6   7   

（F）貸金休系等の人事制度の整備   2   3   4   5   6   7   

その他処遇全般について（具体的に記載してください）  

■教育・研修   

（G）資格取得や能力向上に向けた教育研修機会の充実や対象者の拡大   2   3   4   5   6   7   

（H）資格取得や外部の研修参加にかかる費用等の負担（一部を含む）   2   3   4   5   6   7   

（Ⅰ）部下指導を管理職等の役割として明確化   2   3   4   5   6   7   

（J）新人職員の指導担当・アドバイザーの設置   2   3   4   5   6   7   

その他教育・研修について（具体的に記載してください）  

■鱒場環境   

（K）定期的なミーティング等による仕事上のコミュニケーションの充実   2   3   4   5   6   7   

（L）仕事内容や労働条件に関する個別面談機会の確保   2   3   4   5   6   7   

（M）腰痛対策、メンタルケア等を含めた健康管理の充実   2   3   4   5   6   7   

（N）出産・子育て・家族等の介護を行う職員への支援の強化   2   3   4   5   6   7   

（0）事故やトラブルヘの対応体制の整備・   2   3   4  5   6   7   

その他職場環境について（具体的に記載してください）  

3   



併設しているサービスについておうかがいします  

問4．併設サービス等の状況について  

（1）平成22年6月30日時点において、同一又は隣接の敷地内で運営しているサービスについて  

該当する番号に○をつけてください。（複数回答可）  

01介護老人福祉施設  

02介護老人保健施設  

侶介護療養型医療施設  
04訪問介護（※）  

05訪問入浴介護（※）  

06訪問者譲（※）  
07 訪問リハビリテーーション  

08適所介護（※）  

09適所リハビリテーション（※）  

10短期入所生活介護（※）  
11短期入所狩責介護（※）  

12特定施設入居者生活介護（※）  

13居宅介護支援  

（※） 14介護予防支援（地域包括支援センター）  

15小規模多機能型居宅介護（※）  

16夜間対応型訪問介護  

17認知症対応型個所介護（※）  
ほ 春霞知症対ノ心≡望共同生7古介護（※）  

19地域密着型特定施設  

20地域密着型介護老人福祉施設  

（※）は、介護予防を含む  

（2）通所介護および上記の質問で○をつけたサービスのうち、平成22年6月サービス分において、   

収入が多いサービスを番号でお答えください。  

上記（1）の「01」～「20」の中で最も収入の多い番号  ロコ  

（3）通所介護の介護収入は、上記（1）で○をつけたもののうち約何割程度か、お答えください。  

平成22年6月の介護収入割合 約□割程度  

通所介護における収支の状況についておうかがいします  

問5．通所介護における、収支状況が平成21年6月と比べてどの様に変化したか、該当する番号に○をつけてくださ  
い。  

1 平成21年6月と比較して事業活動収支差額（売上総利益）が、10％程度増加した  

2 平成21年6月と比較して事業活動収支差額（売上総利益）が、5％程度増加した  

3 平成21年6月と事業活動収支差額（売上総利益）は、ほぼ変わらない  

4 平成21年6月と比較して事業活動収支差額（売上総利益）が、5％程度減少した  

5 平成21年6月と比較して事業活動収支差額（売上総利益）が、10％程度減少した  

6 その他（具体的に‥  
）  

適所介護における加算の算定状況及び利用者の状況についておうかがいします  

問6．通所介護において、以下の加算を算定している場合、該当する番号に○をつけてください。  

平成21年6月  平成22年6月   

1サービス提供体制強化加算（Ⅰ）   

2 サービス提供体制強化加算（H）   2   2   

（1）通所介護における、平成21年年6月30日および平成22年6月30日時点の開催日数（稼働日）をお答えください。  

平成21年6月30日時点の開催日数  平成22年6月30日時点の開催日数  

ロコ目  口□日  

（2）適所介護における、平成21年6月および平成22年6月の延べ利用者数（国保連請求額の基になっている人数。）を  
お答えください。  

平成21年6月（1か月）の延べ利用者数  平成22年6月（1か月）の延べ利用者数  

通所介護における介護職員数及び採用・離職の状況についておうかがいします  

問8．適所介護における職員数及び採用・離職の状況  

（1）通所介護における、平成22年6月30日時点における介護職員数（派遣職員を含む）をお答えください。  

実人数  

常勤   非常勤   

介護職員   人   人   

（2）通所介護における、1年間 く平成21年7月1日～平成22年6月30日まで）の採用者数及び離職者数  
についてお答えください。  

採用者数（実人数）  離職者数（美人数）  

常勤   非常勤   常勤   非常勤   

介護職員   人   人   人   人  



通所介護の職員の給与等の状況についておうかがいします  
※ 生活相談員（全員）、看護職員（全員）、介護職員（2人に1人）、機能訓練指導員（全員）の方についてご記入ください。  

性別  職種  勤続  勤務形態  時間   資格の取得状況  
年数  
い所る  

し＼   6  （て該い6   

ず  て成  に兼い1、事成     鳩前続成  い1   ク態つ月     だあ月  し：月  月   ○く当る月   
れ  く 2  従務 0っ該し2     合に年2  ○年   にい中     さ る3  中  中   はだす資3   

5  

て▼：「平   



兼務の状三兄  一時金  
（賞与・その他の臨時支絵分）   

「、つらて6 、 基本給（「月額（年俸）」、「日領」、「時給」のうち、  手当  く分与給 日  

○けい月  
該当櫛にその数値をお書きください。）  だ）・すま4  

はて該る3  さのそるで月 い合に1  

いく当職0  の予  

くだす種日  
しさ6  D計他定支日  

つさるが時  賃金の支払が   該者  嶺のの結か  

でい番あ点  イヨ∈金の支払が  賃金の支払が   
を臨－さら  

月給の者   
も 0号りに  時給の者   ・一一…－－一一－－   記時時九 9  

にま兼  日給の者  

1   

入支金た月  

○し務  （1か月あたり）  L三三  し絵（・ 3   

をたし  （1日あたり）  記  て員支0  
た韻を記入してください）  

り）  入給 「⊥「   

さ月6  さ日6  よ時し5  
い睦月  い辞月   い給月   
で時   で時   で時   
記点  記点  記点  
入の  入の  ＊一時金（賞与・その他の   

し基   し基   臨時支給分）がない場合は、  

123 生者介  4 捜  調筈：昌  

て本  て本  0（ゼロ）を記入してください。  

く給  く給  
だを  だを   差還 

＝ 川：冊（＝l  
l／  

ロ   H 2  3  4  5  6  7  8  円  1  3  4  5  6  7  8  円  

（9）  

ロ  2  3  4  5  6  7  8  円  円  円   

6   



平成22年度介護従事者処遇状況等調査（案）  

（認知症対応型共同生活介護事業所票）  

平成22年7月調査  

事業所番号  1234567890   

施設名   0000   

所在地   東京都千代田区×××町2丁日1－1   

経営主体   社会福祉法人   

地域区分   特別区   

右のラベルの5つの項目は、塾宣塵  

呈していただき、誤りや訂正がござい  

ましたら、恐れ入りますが朱書きで修  

重をお願い申し上げます。  

lD   1234567890   

パスワード  54321   

お手数をおかけしますが、下の（1）～（5）に必ずご記入をお願いいたします。  

（1）電 話 番 号  
（  ）  

（2）F A X 番 号：  （  ）  

（3）Eメールアドレス：  ＠  

（4）回 答 担 当 者：ご氏名  （役職：  ）  

（5）活動の状況（平成22年7月1日時点）  

（下の1～3のいずれか1つに○）  

1．活動中  2．休止  3．廃止  

※2、：3の場合、欄入していただく必要は  
で、このまま調套票を返送してください∩  

せんの  

（平成22年7月31日までに投函をお願いします）  

ゆ厚生労働 省老健局   



認知症対応型共同生活介護における給与等の状況についておうかがいします  

間1．給与等の引き上げ状況について  
（1）平成21年4月1日～平成21年9月30日の間の認知症対応型共同生活介護における介護従事者の給与等の引き上げ  
（手当の新設を含む週末況について、該当する番号に○をつけてください。  

1平成21年4月から平成21年9月30日までに、給与等を引き上げた  

2 平成21年4月から平成21年9月30日までに、給与等を引き上げていない  

（2）平成21年10月1日～平成22年6月30日の間の認知症対応型共同生活介護におl   
（手当の新設を含む日大況について、該当する番号に○をつけてください。  

護従事者の糸  の引き上l  

1給与等を引き上げた  

2 給与等の引き上げを行わなかったが、1年以内に引き上げる予定  

3 給与等の引き上げを行っておらず、今後も引き上げる予定なし  

4 その他（具体的に：  

（「3」を選択した場合は、  

問1（8）へお進みください）  

）  

【間1（2）で「1」またはr2」と答えた方におうかがいします】  
護従事者の給与等 （3）平成21年10月1日～平成22年6月30日の聞の認知症 

（手当の新設を含む）の状況 

の引き上げ  
について、該当する番号に○をつけてください。なお、1年以内に給与等を引き上げる（手  

当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

1給与表（賃金表等）を改定して賃金水準を引き上げた（予定）  

2 定期昇給（毎年一定の時期に事業所の昇給制度に従って行われる昇給）を実施（予定）  

3 各種手当の引き上げまたは新設（予定）  

4 賞与等の支給金額の引き上げまたは新設（予定）  

5 その他（具体的に：  

（4）平成21年10月1日～平成22年6月30日の間の認知症対応型共同生活介護における介護従事者の給与等の引き上げ  
（手当の新設を含む）の理由について、該当する番号に○をつけてください。なお、1年以内に給与等を引き上げる（手  
当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

1平成21年度介護報酬改定を踏まえて給与等を引き上げた（予定）  

2 介護職員処遇改善交付金を踏まえて給与等を引き上げた（予定）  

3 平成21年度介護報酬改定や介護職員処遇改善交付金に関わらず給与等を引き上げた（予定）  

4 その他（具体的に：  ）   

（5）平成21年10月1日～平成22年6月30日の問の給与等の引き上げ（手当の新設斉含む）の対象者について、該当す  

る番号に○をつけてください。なお、1年以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間につ  

いてお答えください。（複数回答可）  

1事業所の職員全員について、給与等を引き上げ（予定）  

2 認知症対応型共同生活介護における介護従事者全員について、給与等を引き上げ（予定）  

3 認知症対応型共同生活介護における介護職員全員について、給与等の引き上げ（予定）  

4 何らかの要件に該当した認知症対応型共同生活介護における介護従事者のみ、給与等を引き上げ（予定）  

5 給与等を引き上げる予定だが、対象者については未定   

‾‾‾‾‾‾‾－－‾‾‾‾‾‾－’‾‾一■－■－‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾一■‾‾‾■‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾－‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  「                     ‾‾■－‾■■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾一‾－‾‾‾‘■‾‘■‾一■‾‾一－‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾■－■－－－‾‾－‾‾‾‾－  

r                                          【間1（5）でr4」と答えた方におうかがいします】  

（6）平成21年10月1日～平成22年6月知日の闇の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の要件について、該当する番号  

に0をつけてください。なお、1年以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答え  

ください。（複数回答可）  

1勤続年数を要件として引き上げ  

2 経験年数を要件として引き上げ  

3 資格の保有を要件として引き上げ  

4 勤務形態（常勤・非常勤）を要件として引き上げ  

5 雇用形態（正規・非正規）を要件として引き上げ  

6 勤務時間を要件として引き上げ  

7 管理職について引き上げ  

8 管理職以外の者について引き上げ  

9 人事評価に基づいて引き上げ  

10その他（具体的に：  

‾㌃‾～・．一昔 



【間1（3）で「3」と答えた方におうかがいします】  

当の引き上げまたは新設を行壬たものについて、該当する番  
（7）平成21年10月＝∃～平成22年6月30Fの間の各種手   号に○をつけてください。1年以内に各種手当を引き上げまたは新設する予定の場合も、本間についてお答えくださ  
い。なお、引き上げまたは新設を行っていない場合は、9に○をつけてください。（複数回答可）  

6 資格手当  

7 処遇改善手当  

8 その他（具体的な名称：  

9 引き上げまたは新設なし  

1夜勤手当  

2 時間外手当（早朝・深夜・休日手当等）  

3 家族（扶養）手当  

4 通勤手当  

5 職務手当（役付手当等）  

【問1（2）で「3」と答えた方におうかがいします】  

（8）平成21年10月＝］～平成22年6月30日の問の給与等の引き上げ（手当の新設を含屯）を行わな力、った理由について、  

該当する番号に○をつけてください。（複数回答可）  

1人員配置を厚くして職員の業務負担軽減を図ることを優先したため  

2 現在の給与水準が他の施設・事業所と比べ高いため  

3 平成21年9月末までに給与等を引き上げているため  

4 経営が安定しないため  

5 増収分を借入金の返済にあてたため  

6 介護報酬の収入が減少したため  

7 支出が収入を上回ったため  

8 その他（具体的に：  

認知症対応型共同生活介護における介護職員処遇改善交付金についておうかがいします  

問2．介護職員処遇改善交付金について  
認知症対応型共同生活介護における介護職員処遇改 交付金の申請状況 について、該当する番号に○をつけてく  

（1）ださい。  

平成21年度  平成22年度   

1申請している（申請予定、申請中を含む）   

2 申請していない   2   2   

【間2（1）でrl」と答えた方におうかがいします】  

（2）介護職員処遇改善交付金については、基本給、手当．一時金のいずれを引き上げることで対応しているか、該当する  

番号に○をつけてください。（複数回答可）  

平成21年度  平成22年度   

1交付金は給与表（賃金表等）を改定して賃金水準を引き上げることで対応（予定）   

2 交付金は定期昇給を実施することで対応（予定）   2   2   

3 交付金は毎月支給される手当として対応（予定）   3   3   

手交付金は、一時金として対応（予定）   4   4   

し＞一時金として対応している場合、一時金の支給時期を記載して下さい。   月   月   

（3）認知症対応型共同生活介護における介護報酬総額（平成22年6月分）及び交付金の支給対象となる介護職員数（常  

勤換算数）（平成22年6月）をお答え下さい。  

平成22年6月   

認知症対応型共同生活介護における介護報酬総額   
l  

介護職員数（常勤換算数）  

】  l  

【間2（1）で平成21年度もしくは平成22年度欄において「2」と答えた方におうかがいします】  
（4）介護職員処遇改善交付金の申請を行わない理由について該当する番号に○をつけてください。（複数回答可）  

平成21年度  平成22年度   

2   2   

明  3   

4   4   

5   5   

平成21年度  平成22年度   

6   6   

7   7   

8   8   

6 非常勤職員等の処遇上の問題  

7 賃金改善の必要性がない  

8 支給要件を達成できない  

9 その他（具体的に：  

10 その他（具体的に：  

1対象の制約のため困難  

2 事務作業が煩雑  

3 平成24年以降の取扱が不  

4 追加費用負担の発生  

5 キャリアパス要件が不明  

）（平成21年度）  

）（平成22年度）   

2  



認知症対応型共同生活介護における給与等の引き上げ以外の処遇改善状況についておうかがいします  

聞3．認知痛対応型共同年沃介護の介護従毒舌に対する給与等の弓lき上げ  山   2   3   4   5   6   7   

以外の処遇に関して、平成21年10月～平成22年6月までに実施した対  （今内従  （今内従  （今従  〈今内従  （今内従  今従  今従   

応状況についておうかがいします。下表（A）～（0）の項目ごとに、該当す  今回客来 後更等よ  今回容来 後更等よ  今回来 後新、  今回容来 後内等よ  今回容来 後内等よ  複来 実及  後来 も及   
る1”5の欄を1つだけ○をつけてください。  ヲ己にをり  

実充変実  
す実更施  
るし〉（  る  
予たし平  
定て成  
をお2  
含り】  

お  
ら  

月  む、年 ロ   
か  か  ず   

ら 9  ら 9  

月  月  月  月  
末  末  嘉  未  

（注）  

ま  ま  ま  ま  
で   で   で   で   
の  の  の  の  

従来‥・平成21年9月30日以前  間  間  間  間   
に   に  に   に   

今回・・・平成21年10月1日一平成22年6月30日  

今後・＝1年間を目途   

■＝処畠全般   

（A）職員（事務職員等を含む）の増員（派遣を含む）による業務負担の軽減   2   3   4   5   6   7   

（B）：夜勤の見直しや有給休暇の取得促進等の労働条件の改善   2   3   4   5   6   7   

（C）能力や仕事ぶりの評価と配置・処遇への反映   2   3   4   5   6   7   

（D）昇給または昇進・昇格要件の明確化   2   3   4   5   6   7   

（E）非正規職員から正規職員への転換機会の確保   2   3   4   5   6   7   

（F）賃金体系等の人事制度の整備   2   3   4   5   6   7   

その他処遇全般について（具体的に記載してください）  

■∴卑官i彿睦 

（G）資格取得や能力向上に向けた教育研修機会の充実や対象者の拡大   2   3   4   5   6   7   

（H）資格取得や外部の研修参加にかかる費用等の負担（一部を含む）   2   3   4   5   6   7   

（Ⅰ）部下指導を管理職等の役割として明確化   2   3   4   5   6   7   

（J）新人職員の指導担当・アド／くイザーの設置   2   3   4   5   6   7   

その他教育・研修について（具体的に記載してください）  

■：主∵塀串環境 

（K）定期的なミーティング等による仕事上のコミュニケーションの充実   2   3   4   5   6   7   

（L）仕事内容や労働条件に関する個別面談機会の確保   2   3   4   5   6   7   

（M）腰痛対策、メンタルケア等を含めた健康管理の充実   2   3   4   5   6   7   

（N）出産・子育て・家族等の介護を行う職員への支援の強化   2   3   4   5   6   7   

（0）事故やトラブルへの対応体制の整備   2   3   4   5   6   7   

その他職場済境について（具体的に記載してください）  

3  

▼‾ ‾   



併設しているサービスについておうかがいします  

間4．併設サービス等の状況について  

（1）平成22年6月30日時点において、同一又は隣接の敷地内で運営しているサービスについて  

該当する番号に○をつけてください。（複数回答可）  

15′ト規模多機能型居宅介護（※）  

16夜間対応型訪問介護  

17認知症対応型適所介護（※）  

18認知症対応型共同生活介護（※）  

19地域密着型特定施設  

20地域密着型介護老人福祉施設  

（※）は、介護予防を含む  

08適所介護（※）  
09適所リハビリテーション（※）  

10短期入所生活介護（※）  

11短期入所療養介護（※）  
12特定施設入居者生活介護（※）  

13居宅介護支援  
14介護予防支援（地域包括支援センター）  

01介護老人福祉施設  

02介護老人保健施設  

03介護療養型医療施設  

04訪問介護（※）  
05訪問入浴介護（※）  

06訪問看護（※）  
07訪問リハビリテーション（※）  

（2）認知症対応型共同生活介護および上記の質問で○をつけたサービスのうち、平成22年6月サービス分において、  

量酬ビスを亀量三お答えください。  

上記（1）のrOIJ～「20」の中で最も収入の多い番号  亡□  

（3）盟脚吉介護の介護収入は、上記（1）で○をつけたもののうち約何割程度か、お答えください。  

平成22年6月の介護収入割合   約⊂コ割程度  

認知症対応型共同生活介護における収支の状況についておうかがいします  
該当する番号に○を  問5．認知症対応型共同生活介護における、収支状況が平成21年6月と比べてどの様に変化したか、  

つけてください。  

1 平成21年6月と比較して事業活動収支差額（売上総利益）が、10％程度増加した  

2 平成21年6月と比較して事業活動収支差額（売上総利益）が、5％程度増加した  

3 平成21年6月と事業活動収支差額（売上総利益）は、ほぼ変わらない  

4 平成21年6月と比較して事業活動収支差額（売上総利益）が、5％程度減少した  

5 平成21年6月と比較して事業活動収支差額（売上総利益）が、10％程度減少した  

6 その他（具体的に：  ）   

認知症対応型共同生活介護における加算の算定状況及び利用者の状況についておうかがいします  

間6．認知症対応型共同生活介護において、以下の加算を算定している場合、該当する番号に○をつけてください。（複数回答  
可）  

加算項目   平成21年6月  平成22年6月   

3 サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  3   3   

4 サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  4   4   

加算項目   平成21年6月  平成22年6月   

1夜間ケア加算   

2 サービス提供体制強化加算（1）   2   2  

（1）認知症対応型共同生活介護における、平成21年年6月30日および平成22年6月30日時点の入居定員をお答えください。  

平成21年6月30日時点の定員  平成22年6月30日時点の定員  

［ニコユニット  ロユニット  

（2）認知症対応型共同生活介護における、平成21年6月および平成22年6月の延べ利用者数（国保連請求額の  

基になっている人数。短期利用共同生活介護の延べ利用者数を含む）をお答えください。  

平成21年6月（1か月）の延べ利用者数  平成22年6月（1か月）の延べ利用者数  

認知症対応型共同生活介護における介護職員数及び採用・離職の状況についておうかがいします  

問8．認知症対応型共同生活介護における職員数及び採用・離職の状況  

（1）認知症対応型共同生活介護における、平成22年6月30日時点における介護職員数（派遣職員を含む）をお答えください。  

美人数  

常勤   非常勤   

介護職員   人   人   

（2）認知症対応型共同生活介護における、1年間（平成21年7月1日～平成22年6月30日まで）の採用者数及   
立艶艶量数についてお答えください。  

採用者数（実人数）  離職者数（実人数）  

常勤   非常勤   常勤   非常勤   

介護職員   人   人   人   人  



認知症対応型共同生活介護の職員の給与等の状況についておうかがいします  

※介護職員（2人に1人）、看護職員（全員）及び介護支援専門員（計画作成担当者を含む）（全員）の方についてご記入ください。  

ヰ種  資格の取得状頒   

さ2   〈て該い6   

態つ月     だあ月   ○く当る月   
ず  て成  兼い1、事成   壌前続成  い1   にい中     さる3   はだす黄3   

いさる格0   

【）J  
，  

5   



兼務の状況  決まって支給する給与  ←時金  
（賞与・その他の臨時支給分）   

（つらて6  基本給（「月額（年俸）」、「日額」、「時給」のうち、  手当  〈分与給 日  
○け、い月  該当欄にその数値をお書きください。）  だ）・すま4  

はて該る3  さのそるで月  

いく当職0  
い合の予に1  

しさ6  ．＝－－－－－－－－－－－  

くだす種日  
○計他定支日  

つさるが時  賃金の支払が  抜のの結か  

でい番あ点  月給の者  賃金の支払が  賃金の支払が  
を臨－さら  

も○号りに   時給の者   ■……」  記  

にま兼  
日給の者  入支金た月   

（1か月あたり）  し給（・3  

○し務      （1日あたり）   （1時間あた  
リ）   

・当・   

額を記入してください）  入給  「－－⊥「  

1 2  3  4  5   さ月6   さ日6   さ時6   
介 看  介  管  そ   い穎月   い額月   い給月  通 算   
護 喜董  護  理  の   で時   で時   で時  岸  勤  族  勤  格  遇 の   
職l職  支  者  他   記点   記点   記点  
員l員  援  入の   入の   ＊一時金（賞与・その他の  

専  し基   し基   当合計 

門  て本  て本  手  
員  く給  〈給  

だを  だを   入の  右（1～8）の   当   
ロ  2  3  456    7 8                    夜  家   処 そ  

記  円  0   円  
入  

例  ロ  2  3  4  5                          円  ロ  ♂  ♂  ♂  円    ロ  ♂  ♂  ♂  ♂  円  ロ ロ  2 2  34 34  5 l5  6 6  7 7  8 8  口 ” 4              ロ  2  3  4  5  ロ  タ  ♂  β  β  β  円            円          円    イ  ♂  ♂  β  ♂  円          β  0  0  0  0  円   

2  3  4  5  円  円  

（1）   

ロ  2  3  4  5  円                      円    n          円  1  2  3  4  5  6  7  8                                         円            円          円              円  ロ  2  3  4  5  6  7  8                円   

2  3  4  5  円  円  円  円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  円  

（2）   

ロ  2  3  4  5  円  
円    2  3  4  5  6  7  8  

円  円                ロ                              円   

2  3  4  5  円  円  円  円  円  

（3）   

ロ  2  3  4  5              円            円          円  円   

2  3  4  5  円  円  円  円  1  2  3  4  5  6  7  8  円  

（6）   

l  2  3  4  5              円            円          円        口 u      円  ロ  2  3  4  5  6  7  8                円   
2  3  4  5  円  円  円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  円  円  

（7）   

ロ  2  3  4  5  円           円          円              円  ロ  2  3  4  5  6  7  8                円   

2  3  4  5  円  円  円  円  l  2  3  4  5  6  7  8  円  

（8）   

2  3  4  5  円            円          円  円  1  2  3  4  5  6  7  8  円  

2  3  4  5  円  円  円  円    2  3  4  5  6  7  8  

（9）   

ロ  2  3  4  5  円                                      ロ                              円                                円          円             円  ロ  2  3  4  5  6  7  8               円   

ロ  2  3  4  5  円  円  円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  円  

（10）  
円  

ロ  2  3  4  5  円        n l u    円          円              円  ロ  2  3  4  5  6  7  8  
円   
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平成22年度介護従事者処遇状況等調査（案）  

（居宅介護支援事業所票）  

平成22年7月調査  

事業所番号  1234567890   

施設名   0000   

所在地   東京都千代田区×××町2丁目1－1   

経営主体   社会福祉法人   

地域区分   特別区   

右のラベルの5つの項目は、塾王室  

豊していただき、誤りや訂正がござい  

ましたら、恐れ入りますが朱書きで修  

重をお願い申し上げます。  

lD   1234567890   

パスウード  54321   

お手数をおかけしますが、下の（1）～（5）に必ずご記入をお願いいたします。  

（1）電 話 番 号  
（  ）  

（2）F A X 番 号：  （  ）  

（3）Eメールアドレス：  ＠  

（4）回 答担当 者：ご氏名  （役職：  ）  

（5）活動の状況（平成22年7月1日時点）  

（下の1～3のいずれか1つに○）  

⊂i  
活動中  2．休止  3．廃止  

※2、3の場合、今回の調査に記入していただく必要は  
で、このまま調査票を返送してください。  

せんの  

（平成22年7月31日までに投函をお願いします）  

ゆ厚生労働 省老健局   



居宅介護支援における給与等の状況についておうかがいします  

間1．給与等の引き上げ状況について  
（1）平成2脚0日の間の居宅介護支援上⊆£j  
含む）状況について、該当する番号に○をつけてください。  

護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設  

1平成21年4月から平成21年9月30日までに、給与等を引き上げた  

2 平成21年4月から平成21年9月30日までに、給与等を引き上げていない   

（2）平成21年10月1日…平成22年6月30日の間の居宅介護支援における介護支援専門員の絵与等の引き上げ（手当の   
盤設を含む）状況について、該当する番号に○をつけてください。  

1給与等を引き上げた  

2 給与等の引き上げを行わなかったが、1年以内に引き上げる予定  

3 給与等の引き上げを行っておらず、今後も引き上げる予定なし  

4 その他（具体的に：  

（「3」を選択した場合は、  

間1（8）へお進みください）  

）  

卿  
の状況 

【問1（2）で「1」または「2」と答えた方におうかがいします】  

（3）平成2   含む）について、該当する番号に○をつけてください。なお、1年以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含  
む）予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

1給与表（賃金表等）を改定して賃金水準を引き上げた（予定）  

2 定期昇給（毎年一定の時期に事業所の昇給制度に従って行われる昇給）を実施（予定）  

3 各種手当の引き上げまたは新設（予定）  

4 賞与等の支給金額の引き上げまたは新設（予定）  

5 その他（具体的に：  

（4）平成21年10月1日～平成22年6月30日の問の居宅介護支援嘩   
含む）の理由について、該当する番号に0をつけてください。なお、1年以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含  
む）予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

1平成21年度介護報酬改定を踏まえて給与等を引き上げた（予定）  

2 平成21年度介護報酬改定に関わらず給与等を引き上げた（予定）  

3 その他（具体的に：  

（5）平成21年10月1日～平成22年6月30日の問の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の対象毒について、該当す  

る番号に○をつけてください。なお、1年以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間につ  
いてお答えください。（複数回答可）  

1事業所の職員全員について、給与等を引き上げ（予定）  

2 介護支援専門員全員について、給与等を引き上げ（予定）  

3 何らかの要件に該当した介護支援専門員のみ、給与等を引き上げ（予定）  

4 給与等を引き上げる予定だが、対象者については未定  

【間1（5）でr4」と答えた方におうかがいします】  

（6）平成抑を含む）の要件について、該当する番号  
に○をつけてください。なお、1年以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答え  
ください。（複数回答可）  

1勤続年数を要件として引き上げ  

2 経験年数を要件として引き上げ  

3 資格の保有を要件として引き上げ  

4 主任介護支援専門員を要件として引き上げ  

5 勤務形態（常勤・非常勤）を要件として引き上げ  

6 雇用形態（正規・非正規）を要件として引き上げ  

7 勤務時間を要件として引き上げ  

8 人事評価に基づいて引き上げ  

9 その他（具体的に：  

†「  



【問1（3）で「3」と答えた方におうかがいします】  

（7）壬成21年10月＝∃～平成22年6月30日の間の各 種手当の引き上げまたは新設を行ったものについて、該当する番  
号に○をつけてください。1年以内に各種手当を引き上げまたは新設する予定の場合も、本間についてお答えくださ  
い。なお、引き上げまたは新設を行っていない場合は、8に○をつけてください。（複数回答可）  

1時間外手当（早朝・深夜・休日手当等）  5 資格手当  

2 家族（扶養）手当  6 処遇改善手当  

3 通勤手当  7 その他（具体的な名称二  

4 職務手当（役付手当等）  8 引き上げまたは新設なし  

【問1（2）で「3」と答えた方におうかがいします】  

（8）如月1日～平成22年6月30日の問の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）哀行わな力、った理由について、  

該当する番号に○をつけてください。（複数回答可）  

1人員配置を厚くして職員の業務負担軽減を図ることを優先したため  

2 現在の給与水準が他の施設・事業所と比べ高いため  

3 平成21年9月末までに給与等を引き上げているため  

4 経営が安定しないため  

5 増収分を借入金の返済にあてたため  

6 介護報酬の収入が減少したため  

7 支出が収入を上回ったため  

8 その他（具体的に：  

2   



居宅介護支援における給与等の引き上げ以外の処遇改善状況についておうかがいします  

間2．居宅介護支援の介護支援専門員に対する給与等の引き上げ以外の処  1   2   3   4   5   6   7   

遇に関して、平成21年10月～平成22年6月までに実施した対応状況に  （今内従  （今内従  （今従  〈今内従  （今内従  今従  今従  ついておうかがいします。下表（A）～（0）の項目ごとに、該当する1～5の  今回容兼 後更等よ  今回容来 後更等よ  今回来 往新、  今回容来 後内等よ  今回容来 後内等よ  後来 実及  後来 も及   
欄を1つだけ○をつけてください。  先にをり  

実売変実  
す実更施  
左し）（  る  
予たし平 定て  
成  

をお2  
含り1   

む年   お  
し4  な  ら  

月  が   
か  か  

ず   

ら 9  ら 9  

月  月  月  月  
未  末  末  末  
ま  ま  ま  ま  
で  で  で  で  

（注）  の   の   の   の   
間  間  間  間  

従来・・・平成21年9月30日以前  に  に  に  に   

今回・・・平成21年10月1日一平成22年6月30日   

今後・＝1年間を目途   

L牒邁全般 

（A）職員（事務職員等を含む）の増員（派遣を含む）による業務負担の軽減   2   3   4   5   6   7   

（B）夜勤の見直しや有給休暇の取得促進等の労働条件の改善   2   3   4   5   6   7   

（C）能力や仕事ぶりの評価と配置・処遇への反映   2   3   4   5   6   7   

（D）昇給または昇進・昇格要件の明確化   1   2   3   4   5   6   7   

（E）非正規職員から正規職員への転換機会の確保   2   3   4   5   6   7   

（F）賃金体系等の人事制度の整備   2   3   4   5   6   7   

その他処遇全般について（具体的に記載してください）  

ヰ：圭巨細   

（G）資格取得や能力向上に向けた教育研修機会の充実や対象者の拡大   2   3   4   5   6   7   

（H）資格取得や外部の研修参加にかかる費用等の負担（一部を含む）   2   3   4   5   6   7   

（Ⅰ）部下指導を管理職等の役割として明確化   2   3   4   5   6   7   

（J）新人職員の指導担当・アド／くイザーの設置   2   3   4   5   6   7   

その他教育・研修について（具体的に記載してください）  

■こ‡i‡串喧嘩軒 

（K）定期的なミーティング等による仕事上のコミュニケーションの充実   2   3   4   5   6   7   

（L）仕事内容や労働条件に関する個別面談機会の確保   2   3   4   5   6   7   

（M）腰痛対策、メンタルケア等を含めた健康管理の充実   2   3   4   5   6   了   

（N）出産・子育て・家族等の介護を行う職員への支援の強化   2   3   4   5   6   7   

（0）事故やトラブルへの対応体制の整備   2   3   4   5   6   7   

その他職場環境について（具体的に記載してください）  

3   



併設しているサービスについておうかがいします  

問3．併設サービス等の状況について  

（1）平成22年6月30日時点において、同一又は隣接の敷地内で運営しているサービスについて  

該当する番号に○をつけてください。（複数回答可）  

08居宅介護支援（※）  
09適所リハビリテーション（※）  

10短期入所生活介護（※）  

11短期入所療養介護（※）  

12特定施設入居者生活介護（※）  

13居宅介護支援  

（※） 14介護予防支援（地域包括支援センター）  

15小規模多機能型居宅介護（※）  

16夜間対応型訪問介護  

17認知症対応型居宅介護支援（※）  

18認知症対応型共同生活介護（※）  

19地域密着型特定施設  

20地域密着型介護老人福祉施設  

（※）は、介護予防を含む  

01介護老人福祉施設  

02介護老人保健施設  

03介護療養型医療施設  

04訪問介護（※）  

05訪問入浴介護（※）  

06訪問看護（※）  

07訪問り／＼ヒリテーション  

（2）居宅介護支援および上記の質問で○をつけたサービスのうち、平成22年6月サービス分において、  

最も介護収入が多いサービスを番号でお答えください。  

上記（1）の「01」～「20」の中で最も収入の多い番号［二□  

（3）居宅介護支援の介護収入は、上記（1）で○をつけたもののうち約何割程度か、お答えください。  

平成22年6月の介護収入割合 約［コ割程度  

居宅介護支援における収支の状況についておうかがいします  

問4．居宅介護支援における、収支状況が平成21年6月と比べてどの様に変化したか、該当する番号に○をつけて  
ください。  

1 平成21年6月と比較して事業活動収支差額（売上総利益）が、10％程度増加した  

2 平成21年6月と比較して事業活動収支差額（売上総利益）が、5％程度増加した  

3 平成21年6月と事業活動収支差額（売上総利益）は、ほぼ変わらない  

4 平成21年6月と比較して事業活動収支差額（売上総利益）が、5％程度減少した  

5 平成21年6月と比較して事業活動収支差額（売上総利益）が、10％程度減少した  

6その他（具体師  ）  

居宅介護支援における加算の算定状況及び利用者の状況についておうかがいします  

間5．居宅介護支援において、以下の加算を算定している場合、該当する番号に○をつけてください。  

加算項目   空虚塾生毎月 空虚麹且   

1 中山間地域等における小規模事業所加算   

2 特定事業所加算（Ⅰ）   2   2   

3 特定事業所加算（Ⅱ）   3   3   

問6＿居宅介護支援における、平成21年年6月30日および平成22年6月30日時点の実利用者数（国保連請求の基に  
なってい人数）をお答えください。  

平成21年6月（1ケ月の）実利用音数  平成22年6月（1ケ月の）実利用者数  

問7居宅介護支援における、指定介護予防支援事葉巻（地域包括支援センター）からの受託状況について、  

平成21年6月および平成22年6月の受託者数をお答えください。  

平成21年6月（1か月）の受託件数  平成22年6月（1か月）の受託件数  

ロコ］人  ⊂ロコ人  

介護支援専門員数及び採用・離職の状況についておうかがいします  

問8．介護支援専門員数及び採用・離職の状況  

（1）居宅介護支援における、平成22年6月30日時点における介諸富揺室門昌数（派遣職員を含む）をお答えください。  

実人数  

常勤   非常勤   

介護支援専門員   人   人   

（2）介護支援専門員の、1年間（平成21年7月1日～平成22年6月30日まで）の採用者数及び離職者   
数についてお答えください。  

採用者数（実人数）  離職者数（実人数）  

常勤   非常勤   常勤   非常勤   

介護支援専門員   人   人   人   人  



居宅介護支援の職員の給与等の状況についておうかがいします  

※ 介護支援専門員（2人に1人）の方についてご記入ください。  

記  
ロ  2  3  4  5  6  7   

入  

例   
○   

2  3  4  5  6  7  8  9  10    12  

（1）  男  女  歳   年   

日    2  3  4  5  6  7  8  9  10    12   

平成 21年度  ロ  2  ロ  日  ロ  2  3  4  5  6  7  8  9  10  皿  12  

（2）  男  女  歳   年  

ロ   日    2  3  4  5  6  7  8  9  10    12   

日    2  3  4  5  6  7  8  9  10    12  
（3）  男  女  歳   年   

平成 2之年度  ロ  2  ロ  2  ロ   日    2  3  4  5  6  7  8  9  10    12   

日    2  3  4  5  6  7  8  9  10    12  

（4）  男  女  歳   年   

日    2  3  4  5  6  7  8  9  10    12   

平成 21年度  ロ  2  ロ  2   日    2  3  4  5  6  7  8  9  10    12  

（5）  男  女  歳   年  

平成 22年度  ロ  2  ロ  2  l   日    2  3  4  5  6  7  8  9  10    12   

平成 之1年度  ロ  2  ロ  2  ロ   日    2  3  4  5  6  7  8  9  10    12  

（6）  男  女  歳   年  

平成 22年虔  ロ  2  ロ  2  ロ   時置   日    2  3  4  5  6  7  8  9  10    12   

；・＝＝   日    2  3  4  5  6  7  8  9  10    12  

（8）  男  女  歳   

暗闇   日    2  3  4  5  6  7  8  9  10    12   

；・ニニ＝   日    2  3  4  5  6  7  8  9  10    12  

（9）  男  女  歳   年   

時置   日    2  3  4  5  6  7  8  9  10    12  



兼務の状況  決まって支給する給与  一時金  
（賞与・その他の臨時支給分）   

（つらて6  基本給（「月額（年俸）」、「日顔」、「時軌のうち、  手当  く 分与給 日   
○け、い月  該当欄にその数値をお書きください。）  だ）・すま4  

はて該る3  さのそるで月  

いく当職0  い合の予に1  

くだす種日  
しさ6  0討他定支日  

つさるが時  賃金の支払が  ＝  ・ 額のの結か  

でい番あ点 ○ 月給の者   賃金の支払が  賃金の支払が  － を臨－さら  
も号りに  時給の者  ■－一－－－－－－‥－l  記時時れ9  

にま兼  
日給の者  当し  

1  

入支金た 月  

○し務  （1か月あたり）  
L   し給〈・3  

をたし  （年俸の方は、12で割っ  
リ）  

て賞支0  
た級を記入してください）  

入給 
l  

さ月6   さ日6   □  3  4  5  6  7  7  
介  看t機  昌介 管 そ   
護  謹 能  護 理 の   

い鋲月   い額月   い絵月  夜時  家  通    梁  処  そ  
で時   で時   で時  ■ 聞  族  勤    格  遇  の  
記点   記点   記点  
入の   入の   ＊一時金（賞与・その他の   

し基  し基   羊   臨時支給分）がない場合は、  
本  て本  

■  2  3 4  5 6 7 8  く給  く給  
だを  だを   さ時6   右（1～8）の  

0   円  

記 入 例  ロ  2  3  4  5  6  7  8              円  円  
円  ロ  β  ♂  β  円    ロ  β  β  β  β  円  憫  4  5  6  7  8  u ‖  

2  3  4  5  6  7  8  円    3  4  5  6  7  8  

（1）   

2  3  4  5  6  7  8  H 円  」  円            円          円      口 ⊆        ロ  
2  3  4  5  6  7  8  円  円  1  3  4  5  6  7  8  円  ‖ ‖      円  円  

（2〉   

ロ  2  3  4  5  6  7  8  円            円  ‖ u      円              円  ロ  3  4  5  6  7  8                円   

2  3  4  5  6  7  8  円  円  ロ  3  4  5  6  7  8  円  
（3）   

2  3  4  5  6  7  8  円 円    』 】        円  円              円  ロ  3  4  5  6  7  8                円   

2  3  4  5  6  7  8  円  円  円  円  ロ  3  4  5  6  7  8  円  
（4）   

1  2  3  4  5  6  7  8  
円                               円            円          円              円  ロ  3  4  5  6  7  8  

2  3  4  5  6  7  8  円      ‖  円  口  円  円  ロ  3  4  5  6  7  8  

（5）   
口  

2  3  4  5  6  7  8  
円  円          円              円  ロ  3  4  5  6  7  8  円  

2  3  4  5  6  7  8  円  円  口  円  円  ロ  3  4  5  6  7  8  円  
（6）   

ロ  2  3  4  5  6  7  8              円  円  u u n      円              円  ロ  3  4  5  6  7  8  
円   

2  3  4  5  6  7  8  円  円  円  円    3  4  5  6  7  8  円  

（7〉   

ロ  2  3  4  5  6  7  8  
円  

円          円             円  ロ  3  4  5  6  7  8  u ‖ n             円   

2  3  4  5  6  7  8  円  円  円  円  ロ  3  4  5  6  7  8  円  
（8）   

円                                               ロ  2  3  4  5  6  7  8              円            円                     円  ロ  3  4  5  6  7  8                円   

2  3  4  5  6  7  8  円  円  円  ロ  3  4  5  6  7  8  円  

（9）   
】 】  円  

1  2  3  4  5  6  7  8  8                                              円            円          円       口 u      円  ロ  3  4  5  ；6  7                 円   

6   



要介護認定の見直しに係る検証一検討会について   



平成21年度の要介護認定の見直しについて  

1．4月の見直し  

（目的）  

t最新の介護の手間を反映させる  

（例）「オムツ着用」から「排泄誘導」 →ケア量の増加  

・市町村による認定のバラツキを減少させる  

（例）下肢麻痩あり   A市：91．4％ B市：43．6％  

（内容）  

上記事項に則して  
・球 

（例）糖尿病でつめがない人のつめ切りの介助は「介助されていない」と評価  

2．4月の見直しの問題点  

・調査項目の定義の修正に問題があり、軽く判定されるケースが続出するとの不安の声があり、  
「要介 護認定の見直いこ係る検言正■検討会」避設置され、同検討会で遺立を行った  

（対応）  

（1）4月～9月は、不安解消のための  

（2）検証・検討会での塵証の結果 、 非該当・要支援1等の軽度の割合が増加していることが確  
の検討   遷されたことから  



3．10月から認定方法を再度見直し  

（内容）  

（テキストトの再直の修正  

（例）糖尿病でつめがない人のつめ切りの介助は、四肢の清拭等の代替行為で評価  

4．10月の見直しの影響について検証・検討会で検証（平成22年1月15日）  

（1）自治体間のバラツキが相当程度小さくなった  
（2）4月の見直しで影響のあった方に対し、適切な認定となった  
（3）4月の見直●しに伴う混乱がほぼ終息した   

→適切な認定のため、さらに研修の充実等が必要との指摘  

一  
平成22年2月2日付け事務連絡において、より充実した研修の実施 と特記事項の活用について改めて周知  
するよう各都道府県及び市区町村等へ依頼   

（内容）  

・認定調査員は、特に軽度者への認定調査に当たっては、「介助されていない」や「ない」等の選択肢を 選択する   

場合でも、実際に介護の手間が 発生している場合には、特記事項に介護の手間と頻度を記載する。等  

ノ＼  ∠   



（参考）  

二次判定結果の要介護度区分の比較（全体）  

査の結果をふまえた集計）   （研修実施状況  

□非該当  □要支援1 田要支援2 〔ヨ要介護1 ⊂】要介護2 〔ヨ要介護3  四要介護4  凸要介護5  

（※1）認定調査員研修における5つのポイント全て （※2）審査会委員研修における3つのポイント全て   



「第4回要介護認定の見直しに係る検証・検討会」取りまとめ  

平成22年1月15日第4回要介護認定の見直しに係る検証・検討会  

平成21年10月からの要介護認定方法の見直しに係る検証について   

○ 平成21年7月28日に開催された、第3回の要介護認定の見直しに係る検証・検討会では、昨年4月の要介護認定方法の見直しにより、非該当者及   

び軽度者の割合が増加したこと等を踏まえ認定調査員テキストを修正し、修正の考え方や内容を自治体等に十分に周知すべきとした。  

また、厚生労働省に対し、見直し後の要介護認定の実施状況について、本検証・検討会に報告するよう求めた。   

○ 本検証・検討会の指摘を受けて、厚生労働省において、認定調査員テキストが修正され、市町村への情報提供や調査員等に対する研修が行われ  

た上で、昨年10月より市町村等において新たな方法による要介護認定が開始された。今回、その実施状況について、厚生労働省から報告があった。   

○まず、昨年棚引こ対し、市町村力、ら再申請等を勧奨した結果、より適切な蔓企  

謹認定となった。   

4月からの見直しで影響があった方に対し、厚生労働省、自治体等の適切な連携により、迅速な対応が図られ、要介護認定の現場が概ね安定した  

ことについては、一定の評価ができる。   

○ 次に、要介護認定のバラツキについては、全体的に相当程度小さくなっていることから、平成21年4月以降の見直しによって、要介護認定のバラツキ  

を抑えるという制度改正の目的は一定程度達成できたと考えられる。   

○ただし、要介護度別の分布については、昨年4月からの見直しと比べると非該当者及び軽度者の割今は大幅に減少し、概ね同等の分布となったも   
のの、過去3年と比べて一部の軽度者の割合が若干大きくなっていることも事実である。   

○本検証・検討会としては、これらの結果や、特記事項の活用が不十分であると思われる状況などを踏まえ、厚生労働省に対し、今後、各脚こ  

おいてより充実した研修が実施されるよう対応を徹底するとともに、認定調査及び介護認定審査会における特記事項の活用について改めて周知壬る   

ことを求めたい。   

○ 以上により、平成21年4月に行われた要介護認定の見直しに伴う混乱については、ほぼ終息し、本検証・検討会の目的は概ね達成できたものと判  

断し、本検証・検討会は、今回で終了することとする。   

○ なお、今後の要介護認定のあり方等については、介護保険制度全般の見直しに向けた議論の方向性を待って、公開の場で議論を進めていくことが  
適当である。  

4   



要介護認定の見直しに係る検証・検討会開催要綱  要介護認定の見直しに係る検証・検討会 名簿  

（敬称略・五十音順）  

委員名   所 属   

池田 省三  龍谷大学数授   

石田 光広  東京都稲城市福祉部長   

木村 隆次  日本介護支援専門員協会会長   

高橋 紘士  立教大学教授   

高見 国生  社団法人認知症の人と家族の会代表   

田中 聡子  社会福祉法人大慈厚生事業会ケアハウス大慈施設長   

◎田中 滋  慶應義塾大学教授   

対馬 忠明  健康保険組合連合会専務理事   

筒井 孝子  国立保健医療科学院福祉サービス部 福祉マネジメント皇室長   

野中 博  医療法人社団博腎会野中医院院長   

樋口 恵子  NPO法人高齢社会をよくする女性の会理事長   

本間 昭  日本認知症ケア学会理事長   

三上 裕司  日本医師会常任理事   

結城 康博  淑徳大学准教授   

1．趣旨  

平成21年度からの要介護認定について、見直しの影響についての検証を行うため、  

要介護認定の見直しに係る検証・検討会（以下、「検討会」という占）を開催する。  

2．主な損討事項  

見直し後の要介護認定の実施状況を把捜した上で、客観的なデータに基づいて検証   

を行う。  

3．検討会の運営等  

（1）検討会は、厚生労働省老健局長が招集する。検討会の庶務は、厚生労働省老健  

局老人保健課において行う。  

（2）座長を置き、委員の互選によりこれを定める。座長は検討会を総理する。  

（3）参考人の招致  

座長は、討議の必要に応じ、適当と認められる有識者等を参考人として招致す  

ることができるものとする。  

（4ト審議の公開  

審議は原則公開とする。  

（5）挨討スケジュール  

平成21年4月に第1回会合を開催し、以後、必要に応じ適宜開催する。   

（◎：座長）  



社保審一介護給付費分科会  
資料3   第65回（H22．3．25）  



1．・介護報酬改定後の報酬の動向（概要）  
■  

○ 介護給付費実態調査月報（厚生労働省大臣官房統計情報部）を基に算出  

O「費用額」とは、保険給付窺と公費負担額、利用料負担額（公真の本人負担猿を含む。）の合計簸である  
O「受給者1人あたり費用額」とは、各サービスにおける費用鏡を各サービスごとの受給者数で除した簸である。  

■
「
一
■
■
一
■
t
一
t
■
■
■
 
 

4月   5月   6月   7月   8月   9月   10月   11月   

平成20年（億円）   5．462．7   5．634．0   5．532．3   5．723．7   5．665，5   5．615．9   5，789，2   5．561．3   

平成21年（億円）   5，783．9   5，968．0   5，974．5   6．136．1   6，094．3   5，996．8   6，186．3   6．001．2   

対前年同月比（％）   5．9   5．9   8．0   7．2   7．6   6，8   6．9   7．9   

※受給者の伸率   3．2   4．3   4，1   4．2   4．5   4．0   3．7   4．0  

4月   5月   6月   7月   8月   9月   10月   11月   

平成20年（干円）   147．3   150．3   147．3   152．1   150．6   148．5   152．1   145．9   

平成21年（千円）   151．2   152．7   152．8   156．5   155．0   151′4   

対前年同月比（％）   2．6   1．6   3．7   2．9   2．9   2．6   3．0   3．7   

．
．
」
 
 
 



2．一サービス分類別・受給者1人あたり費用額（予防を含む）の推移  

居宅系サービス（予防を含む）  

○ 費用額は、平成21年11月分で2，734億円、対前年同月比は9．6％増となっている。  
注二受給者の対前年同月比4．8％の影響を含む。  

○ 受給者1人あたり費用額は、平成21年11月分で9万円、対前年同月比は4．6％増となって   

いる。  

4月   5月   6月   7月   8月   9月   10月   11月   

平成20年（千円）   897   91．0   896   93．0   90．4   90．9   93．2   88．2   

平成21年（千円）   92．6   91．9   94．3   96．1   93．8   933   95－9   92．2   

対前年同月比（％）   3．2   1．0   5．2   3，3   3．7   2．6   2．9   4，6   

○ 責用額は、平成21年11月分で592億円、対前年同月比は7．8％増となっている。  
注：受給者の対前年同月比2．1％の影響を含む。  

○ 受給者1人あたり費用額は、平成21年11月分で5万円、対前年同月比は5．5％増となって   

いる。  

訪問介護（予防含む）の1人あたり費用額の推移   

平成20年  

平成20年  

4月～9月  4月   5月   6月   7月   8月   9月   

10月  11月  

3月  

1人あたり費用額  

48．7   47．7   50．1   50，7   51．5   50．1   50．0   

（単位：千円）  

1，鍋  



至間者謹（予 含、）の1人あたり 用 の  □   
平成20年  

平成20年  

7月   8月   9月   

10月   11月  

4月～9月  平成21年  4月   5月   6月  

3月  

1人あたり費用抜  

42．5   41．6   43．3   43．6   40．8   45．0   45．5   42．8   42．1   44．2   41．6  

（単位：千円）  

対前年同月比  1．9％   2．4％   －3．1％   6．1％   2．了％   3．3％   －0．1％   －0．1％   5、7％   

彗Rリハビリテーシ］ン（予  防含む）の1人あたり 用鐘の推移  ロ   

平成20年  

平成20年  

4月～9月  7月   8月   9月   

10月   11月  

4月   5月   6月  

3月  

1人あたり費用額  

26．1   25．5   30．5   30．4   28．1   32．2   32，5   30．0   29．5   29．3  

（単位ヰ円）  

対前年同月比  16．5％   16．2％  22．2％   18．1％   19．0％   14．1％   15．0％  

J   



通所介護（予防含む）の1人あたり重用柱の推移  

平成20年  

平成20年  

4月～9月  4月   5月   6月   7月   8月   9月   

10月   11月  

3月  

1人あたり費用額  

68．0   66．7   69．7   68．0   71，8   69．4   69．8   71．5   68．2  
（単位：千円）  

対前年同月比  2，5サも   3肌   －0、5！ふ   5，2年ふ   2．7％   2．9年も   1．8？る   1．8％   3．8？′ふ   

○ 費用額は、平成21年11月分で344億円、対前年同月比は9．0％増となっている。  
注：受給者の対前年同月比2．1％の影響を含む。  

○ 受給者1人あたり車用額は、平成21年11月分で7万円、対前年同月比は6．7％増となっ   

ている。  

通所リハビリテーシ］ン（予  防含む）の1人あたり費用額の推移  

平成20年  

平成20年  

4月～9月  平成21年  4月   5月   6月   7月   8月   9月   

10月   11月  

3月  

1人あたり責用額  

69．3   72．3   71．8   69．4   75．1   71．9   71．4   70．1   

（単位：千円）  

対前年同月比  



む）の1人あたり費用額の推    移  

平成20年  

平成20年  

4月～9月  4月   5月   6月   7月   8月   9月   

10月   11月  

3月  

1人あたり費用額  

89．9   矧6   91．5   90．6   91．了   90．6  91．9   92．9   90．6   90．7   89．9   
頒致 
． 

対前年同月比  1．9％  

5  



4月   5月   6月   7月   8月   9月   10月   11月   

平成20年（千円）   9．5   94   9，4   94   9，4   94   9，4   9．4   

平成21年（干円）   103   10，4   10，5   10．5   10．5   10．6   10－6   10．7   

対前年同月比（％）   9．5   10．1   11．0   11．5   12．0   12．3   12－8   13．3  

〔  



地域密着系サービス（予防を含む）  

○ 車用額は、平成21年11月分で537億円、対前年同月比は11．6％増となっている。  
注：受給者の対前年同月比10．4％の影響を含む。  

○ 受給者1人あたり責用額は、平成21年11月分で21万円、対前年同月比は1．1％増となっ   

七いる。  

4月   5月   6月   7月   8月   9月   10月   11月   

平成20年（干円）   212．8   218．4   212．1   218．6   217．8   212．．5   218．3   210．9   

平成21年（千円）   213．2   218．6   214．1   219．9   219．1   213．9   219．6   213．2   

対前年同月比（％）   0．2   0．1   0．9   0．6   0．6   0．7   0．6   1．1   

夜間対応型訪問介護の1人あたり費用額   の推移   

平成20年  

平成20年  

4月～9月  4月   5月   6月   7月   8月   9月   

10月   11月  

3月  

1人あたり費用額  

21．6   23．4   25．2   25．1   25．6   24．6   25．0   26．0   25．1   25．7   25．0  

古・円  



○ 費用額は、平成21年11月分で72億円、対前年同月比は41．8％増となっている。  
注：受給者の対前年同月比33．7％の影響を含む。  

○ 受給者1人あたり車用額は、平成21年11月分で19万円、対前年同月比は6．1％増となっ   

ている。  

小規模多機能型居宅介護（予防含む）の1人あたり費用額の推移   

平成20年  

平成20年  

＼   4月～9月  4月   5月   6月   7月   8月   9月   

10月   11月  

3月  

1人あたり費用額  

175．7   176．7   186．1   184．1   186．1   186．7   1860   186．7   186．9   187．2   186．9  

（単位：千円）  

対前年同月比  6．0％   5．6％   6．3％   6．2％   5．9％   5．6％   6．2％   6－0％   6．1？も   

○ 責用額は、平成21年11月分で378億円、対前年同月比は5．3％増となっている。  
注：受給者の対前年同月比4．2％の影響を含む。  

○ 受給者1人あたり貴用額は、平成21年11月分で26万円′、対前年同月比は1．1％増となっ   

ている。  

認知症対応型共同生活介護（予防含む）の1人あたり費用額の推移  

平成20年  

平成20年  

4月～9月  4月   5月   6月   7月   8月   9月   

10月   11月  

3月  

1人あたり費用額  

283．5   262．4   266．1   261．0   269，6   261．8   270．5   270．8   262．8   271．2   262．8  

（単音・千円）  

r  （）   



4月   5月   6月   7月   8月   9月   10月   11月   

平成20年（干円）   277．2   286．3   278．4   287．6   288．4   279．1   287．2   278．2   

平成21年（干円）   284．5   294．6   286．8   296．4   297．1   288．2   296．9   288．1   

対前年同月比（％）   2．6   2．9   3．0   3．1   3．0   3．2   3．4   3．5   

護老人福祉施設サービスの1人あたり   費用額の推移  

平成20年  

平成20年  

平成21年  4月   5月   6月   7月   8月   9月   

10月   11月  

4月～9月  

3月  

1人あたり費用抜  

260．5   259．1   270．2   264．2   2732   265．7   274．9   275．6   267．5   276．2   267．8  

（単位：千円）  

対前年同月比  3．了％   3朋   3．6％   3．7％   3．8％   3．8％   4．1％   4．3％   44％   

Lil 



○ 車用額は、平成21年11月分で925億円、対前年同月比は7．7％増となっている。  
注：受給者の対前年同月比2．4％の影響を含む。  

○ 受給者1人あたり費用額は、平成21年11月分で29万円、対前年同月比は5．2％増となっ   

ている。  

介護保健施設サービスの1人あたり費用額の推移  

平成20年  

平成20年  

4月～9月  平成21年  4月   5月   6月   7月   8月   9月   

10月   11月  

3月  

1人あたり費用額  

274．4   273．9   287．8   279．8   290．4   283，4   293．4   294．5   285．3   293．4   285．4  

（単位二千円）  

対前年同月比  4，9サム   4．5qも   4．9？も   5．0？′占   5．2巧も   4．即b   5．0？′ロ   5，2qb   5．2ワも   

○ 費用額は、平成21年11月分で352億円、対前年同月比は▲8．9％減となっている。  
注：受給者の対前年同月比▲8．8％減の影響を含む。  

○ 受給者1人あたり責用額は、平成21年11月分で38万円、対前年同月比は▲0．2％減と   

なっている。  

平成20年  

平成20年  

4月～9月  4月   5月   6月   7月   8月   9月   

10月   11月  

1人あたり費用額  

390．4   388．5   388．4   380．3   392．0   382．2   395．0   395．9   384．8   396．2   383．8   

（単位：千円）  

対前年同月比  －0．鍋  
－【、   



3．主な加算の請求事業所に対する取得状況（平成21年10月分）  
川  
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サービス提供体制弓削ヒ加算及び日常生活継続支援加算の取得率は、施設系サービスで   
8～9割台である。  

○ 一方、訪問介護及び居宅介護支援の特定事業所加算の取得率は、1割台となっている。  
■■－－■■■■■■－●■■－■－■－■■■●■－－－－－－－－－－■－■■一－■■■－－－■－－一－－－－－－－－－－－－－－■－－■－t■－－t－－－－－－－－－－■－－－－－●●－－一l■■■■■■■■－●●－－■t■■■■■■■■■－■■－■■■一一■－■■■●■－－－－－－－●－－●■－■■■－■■■■■  

○ サービス提供体制強化加算  

訪問看護（予防を除く）   

訪問リハビリテーション（予防を除く）   

通所介護（予防を除く）   

通所リハビリテーション（予防を除く）   

短期入所生活介護（予防を除く）   

夜間対応型訪問介護  

3．601   

2，119   

13，059   

5，523   

6．634  

11  

1，167  

6，514   

2，194   

3，532   

1，733  

7，787  

3，086  

24，941  

6，691   

7，538  

92  

小規模多機能型居宅介護（予防を除く）  2，206   

認知症対応型共同生活介護（予防を除く）  9，958  

介護老人福祉施設  

介護老人保健施設  

介護療養型医療施設   

○ 日常生活継続支援加算  

6，157   

3，654   

2，063  

3，740  介護老人福祉施設  6．157  
11   

l  

l  
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○ 特定事業所加算  

訪問介護   

居宅介護支援  

25，639   

31，256  

3，995   

4，771  

15．6％   

15．3％  

：（参考）主な加算の内容  
L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿l  

O サービス提供体制強化加算  

①介護従事者の専門性等に係る適切な評価及びキャリアアップを推進する観点から、介護福祉士  
の資格保有者が一定割合雇用されている事業所が提供するサービスについての評価  

②職員の早期離職を防止して定着を促進する観点から、一定の勤続年数を有する者が一定割合  

雇用されている事業所が提供するサービスについて評価  

③24時間のサービス提供が必要な施設サービスについては、安定的な介護サービスの提供を確  

保する観点から、常勤職員が一定割合雇用されている事業所について評価  

○ 日常生活継続支援加算  

介護度が困難な者に対する質の高いケアを実施する観点から、認知症高齢者等が一定割合以上  
入所しており、入所者数に対し介護福祉士を一定割合以上配置している施設を評価するとともに、基  
準を上回る夜勤職員の配置を評価  

○ 特定事業所加算  

訪問介護員等及びサービス提供責任者について、介護職員基礎研修の受講、介護福祉士の資格取   
得など段階的なキャリアアップを推進する観点を評価  

12   
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≪サービス分類別・受給者1人あたり兼用額（予防を含む）の推移≫   

A．居宅系サービス（予防を含む） 

Ⅰ．介護費用額の動向  

○ 介護給付費実態調査月報（厚生労働省大臣官房統計情報部）を基に算出  

O 「費用額」とは、保険給付額と公兼負担額、利用料負担額（公費の本人負担額を   

含む。）の合計騒である  

O 「受給者1人あたり費用額」とは、各サービスにおける費用額を各サービスごと   

の受給者数で除した額である。  

○受給者1人あたり費用額対前年同月比は平均3．2％増（平成21年4～9月分）、   

4．6％増（平成21年11月分）で推移  

≪居宅系サービスの受給者1人あたり黄用額≫  
A．費用額（予防を含む）の推移  4月分  5月分6月分   7月分  8月分  9月分  10月分  ＝月分   

平成20年（円）  a9．650．9  90．985．8  89．593．3  93．032．7  90．419．3  90．908．9  93．243．2  B乱189．3   

平成21年（円）  92．550，7  gl．855．6  g4．256．8  96．14g．3  g3．762．5  g3．263．9  95．9433  92．202．4   

対前年同月比（％）  3．2   10   33   37  26  2，9   46   

○費用額の対前年同月比は平均6．9％増（平成21年4～9月分）、7．9％増（平   

成21年11月分）で推移  

※上記の対前年同月比率には、受給者数の影響が含まれている。  

（平均4．1％増（平成21年4－9月分）、4．0％増（平成21年††月分））  

B．居宅介護支援・介護予防支援  ≪費用皆の比故≫  

4月分  5月分  6月分  7月分  8月分  9月分  10月分  11月分   

平成20年（値円）  5．462，7  5．6340  5．532，3  5．7237  5．6655  5．6159  5．7892  5．5613   

平成21年（億円）  5．783，9  5．9680  5．974．5  6．1361  6．0943  5．9968  6．柑63  6．00ト2   

対前年同月比（％）   5，9  5．9  8．0  丁2   76    69  

※受給者対前年同月比（％）  3，2  4．3   42   45  40  3．7  40   

○受給者1人あたり費用額対前年同月比は平均11．1％増（平成21年4～9月分）、  

13．3％増（平成21年11月分）で推移  

≪居宅介護支援・介護予防支援の受給者1人あたり費用額≫  

4月分  5月分  6月分  7月分  8月分  9月分  †0月分  ！1月分   

平成20年（円）  94534  9・榊2 9・43占・9   9422．6  9′4206   9購5  942ト6  9406．9   

平成21年（円）  10．347．9  10．4011  10．4736  10．5060  10．546．4  10．575．0  18．6283  10．663．l   

101川   1ト5  120  23  128  133   B．受給者1人あたり費用貌（予防を含む）の推移  

○受給者1人あたり費用額対前年同月比は平均2．7％増（平成21年4～9月分）、   

3．7％増（平成21年11月分）で推移  
C．地域密着系サービス（予防を含む）  

≪受給者1人あたり費用額≫  

4月分  5月分  6月分  7月分  8月分  9月分  10月分  ＝月分   

平成20年（円）  147．317．5  150，28臥6  14了．307．7  152．134．4  150．64ト4  148．491，9  152084．9  145．9291   

平成21年（円）  15し213．t  tも2朗9．0  152．763．7  156．533．0  155．044．6  152．3g9．8  †56．72Z．7  †5l，358，l   

対前年同月比（％）  2．6   し6   3，7   2．9   2，9   26   3D   3．7  

○受給者1人あたり費用額対前年同月比は平均0．5％増（平成21年4～9月分）、  

1．1％増（平成21年11月分）で推移  

≪地域密着型サービスの受給者1人あたり費用額≫  

4月分  5月分  6月分  7月分  8月分  9月分  10月分  11月分   

平成20年（円）  212．799．3  218．420．1  212．128．5  2柑．56l，7  2け8750  2125296  2柑一3250  2】D．8978   

平成2】年（円）  213，柑3．l  2】8．599．2  2】4．ロ6臥6  219．875．1  219．057，8  213．924．9  219．609，5  213．202．7   

対前年同月比（％）  0．2   0．l   0．9   0，6   0．6   o，7  06   



D．施設系サービス（予防を含む）  Ⅰ．主な各サービスの動向   

A．訪問介護（予防含む）   

【受給者数及び費用額等】  

○受給者1人あたり費用額対前年同月比は平均3．0％増（平成21年4～9月分）、   

3．5％増（平成21年11月分）で推移  

○費用額対前年同月比は平均5．1％増（平成21年4～9月分）、7．8％増（平成   

21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加率は平均1．4％増（平成21年4～9月分）、2．1％増   

（平成21年11月分）で推移  

01人あたり費用額対前年同月比は3．7％増（平成21年4～9月分）、5．5％増（平   

成21年11月分）で推移  

≪施設サービスの受給者1人あたり費用額≫  

4月分  5月分  6月分  7月分  8月分 ㌔ 9月分   10月分  11月分   

平成20年（円）  277．232T  2ぎ6．276～  27β4467   2∂丁，588†   2紺3gO5ノ279†356 【    2β7‡596  プア臥2J92   

296．3900  2970527  288．1520  2g69331  26e0702   

対前年同月比（％）  26   30  32  34   35  

訪問介護「予防含む）の1  人あたり費用＃の推移  

平成20年  

平成20年  

絹～膵  

〇月  
1人あた順用額  

〔1月平均）  ∽4    5い  
（単位千円）   

出典介護給付費実逆調を烙月サービス提鍵分）  

【加算等】  

○特定事業所加算の事業所取得割合（※）は、平成21年4月分で訪問介護は12．8％、   

平成21年10月分で15．6％となっている。  

※特定事業所加算の事業所取得割合は、介護給付費実態調査の特別集計である。（以下、同じ。）  

【参考】報酬改定の概要   

訪問介護員等及びサービス提供責任者について、介護職員基礎研修の受講、  

介護福祉士の資格取得など段階的なキャリアアップを推進する観点から、要  

件を見直し。   

＞ 算定要件  

以下の要件に該当する事業所  

①体制要件（計画的な研修の実施や利用者に関する情軌 サービス提供に当たっての留   

意事項の伝達又は訪問介護員等の技術指導をヨ的とした会議の定期的な開催等）   

②人材要件（介護福祉士等の資格保有割合が、訪問介護員等の総数の一定割合を超える   

場合やサービス堤供責任者が介護福祉士等の実務種板が一定上ある者）  

③重度要介護者等対応要件（前年産又は前3ケ月の利用者のうち、要介護4～5、認奥＝   

症日常生活自立度Ⅲ以上の利用者の総数が一定以上）   



B．訪問看護（予防を含む）  

【受給者数及び費用額等】  

○費用額対前年同月比は平均5．1％増（平成21年4～9月分）、10．2％増（平成   

21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加室が平均3、1％増（平成21年4～9月分）、4．3％増   

（平成21年11月分）で推移  

01人あたり費用額対前年同月比は平均1．9％増（平成21年4～9月分）、5．7％   

増（平成21年11月分）で推移  

平成20年  

4月～9月   

1人あたり費用額  

（1月平均）  化5  引．6  43．3  43．8  40．8  45．0    42．8    44．之  什6  

（里位・千円）  

1．代  

幸（各月サービス提供分）   

【加算等】  

○サービス提供体制強化加算の事業所取得割合（※）は、訪問介護では、平成21年4   

月分は40．6％、平成21年10月分は46．2％となっている。   

また、介護予防訪問者護では、平成21年4月分は48．6％、平成21年10月分は   

55．1％となっている。  

※サービス提供体制強化加算の事業所取得割合は、介護給付費実態調査の特別集計である。（以下、同じ。）  

【参考】報酬改定の概要   

①介護従事者の専門性等に係る適切な評価及びキャリアアップを推進する  

観点から、介護福祉士の資格保有者が一定割合雇用されている事業所が  

提供するサービスについての評価   

②職員の早期離職を防止して定着を促進する観点から、一定の勤続年数を  

有する者が一定割合雇用されている事業所が提供するサービスについて  
評価   

③24時間のサービス提供が必要な施設サービスについては、安定的な介護  

サービスの提供を確保する観点から、常勤職員が一定割合雇用されてい  

る事業所について評価   



○ターミナルケア加算の算定割合は、0．05～0．06％台で推移  
C．訪問リハビリテーション（予防を含む）  

【受給者数及び費用奴等】  

㌢【参考】報酬改定の概要   

ターミナルケアの充実を図り、医療保険との整合性を図る観点から、ター  

ミナルケア加算の算定要件の緩和及び評価の見直し。   

＞ 評価の見直し ‾1．200単位／死亡月 → 2．000単位／死亡月   

＞ 算定要件  

① 死亡日前14E以内に2匡以上ターミナルケアを実施  

② 主治医との連携の下に、訪問者護におけるターミナルケアに係る計画及び支援体  

制について利用者及びその家族等に対して説明を行い、同意を得てターミナルケア  

を実施  

○費用額対前年同月比は平均30，9％増（平成21年4～9月分）、38．2％増（平   

成21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加率が平均12．4％増（平成21年4～9月分）、13．6％   

増（平成21年†1月分）で推移  

01人あたり費用額対前年同月比は平均16．5％増（平成21年4～9月分）、21．   

7％増（平成21年11月分）で推移  

訪問リハビリテーシ］ン（予  肪含む）の1人あた順用緒   の推移   

サービス提供月  平成20年  
＼＼  平成20立  

田     4月－9月   10 】1月  

絹  
1人あたり費用温  

（1月平即  ？5．5            つ00  

（単位千円）   

0．070％   U．Ub4t殆  ∪．UGすウ㌃－  「
㌻
1
】
…
】
 
 

出典介護給付費実態調査（各月サービス提供分）  

【加算等】  

○サービス提供体制強化加算の事業所取得割合は、訪問リハビリテーションでは、平   

成21年4月分は68．5％、平成21年10月分は63．0％となっている。   

また、介護予防訪問リハビリテーションでは、平成21年4月分は76．1％、平成   

21年10月分は71．0％となっている。   

4月    5月    6月    7月    8月    9月   10月  

（注）算定割合は、各事業所のサーヒス回数に対する当該加算の凱巨回数の割合てある  
出典・介護給付費実態調査（平成之1年度各月サーヒ ス分）  



D．適所介護（予防を含む）   

【受給者数及び費用額等】  

○費用額対前年同月比は平均9．1％増（平成21年4～9月分）、10．2％増（平成   

21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加率が平均6．5％増（平成21年4～9月分）、6．1％増   

（平成21年11月分）で推移  

01人あたり費用額対前年同月比は平均2．5％増（平成2†年4～9月分）、3．8％   

増（平成21年11月分）で推移  

適所介護（予防含む）の1  人あたり費用額の推移   

平如時  
平成祈年  
4月一絹   10月－ 平成2縛  

8月  

1人あた順用犠  

（1月平削  68．0  66．1  69．7  69．0    70．2  1し8  的．4  69．8  7し5  68，2  

（単位・千円）  

出典介護給付費実態講書（各月サービス提供分）  

【加算等】  

○サービス提供体制強化加算の事業所取得割合は、通所介護では、平成21年4月分は   

49．8％、平成21年10月分は52．4％となっている。   

また、介護予防適所介護では、平成21年4月分は52．1％、平成21年10月分は   

54．9％となっている。  

○個別機能訓練加算の算定割合は、個別機能訓練加算（l）が45％前後を横ばいで   

推移し、個別機能訓練加算（Ⅱ）が10％前後で横ばいに推移。  

【参考】報酬改定の概要   

常勤の理学療法士等を配置し、個別機能訓練計画に基づき、利用者の多様  

なニーズに対応する複数の機能訓練メニューを提供する場合を評価するた  

め、個別機能訓練加算（Ⅱ）を新設  

＞ 従来の個別機能訓練加算（27単位）は、「個別機能訓練加算（Ⅰ）」  

に名称変更  

＞ 個別機能訂Il練加算（Ⅱ）を新設（42単位）  

く算定要件〉  

①専ら機能訓練指導員の弛預ーこ従事する寓勤の埋草療法士等を1名以上配置  

②機瑚jl績指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の隠種が共同して、利用者  

毎に値別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行ってし．、る。  

③個別機能訓練計画の作成にあたっては、利用者の自立の支援と日帯生活の充実に資す  

ることを目的として複数の機能訓練項目が設定され、その実施にあたっては、グルー  

プに分けて活動を行っている。  

10   



E．適所リハビリテーション（予防を含む）  

【受給者数及び費用額等】  

○適所リハビリテーションの費用額対前年同月比は平均6．3％増（平成21年4～9   

月分）、9．0％増（平成21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加率が平均1．8％増（平成21年4～9月分）、2．1％増   

（平成21年11月分）で推移  

01人あたり費用額対前年同月比は平均4．4％増（平成21年4～9月分）、6．7％   

増（平成21年11月分）で推移  

通所リハビリテーション（  予肪含む）の  1人あたり費用額の推移   

平成20年  

平成20年  

4月～9月  1†員  

1人あた順用韻  

、7月平軒  さ9．j  丁＝  

（単位千円1   

（注）夢定割合は、各事業所ク）サーヒス回教（介言年子抑ユ什致）に封十る各／川針「渦定＝歌（ブト言染了勅  

は件数）の割合である。  
出典 介護給付費実態調査（平成飢年凋各月寸rヒ1分〕  

出典介護給付費実態説査（各月サービス提供分）  

【加算等】  

○サービス提供体制強化加算の事業所取得割合は、通所1」ハビリテーションでは、平   

成21年4月分は79．9％、平成21年10月分は82．5％となっている。   

また、介護予防通所リハビL」テーションでは、平成21年4月分は79．8％、平成   

21年10月分は82．2％となっている。  

12   11  



巨1  

14   13  



G．短期入所生活介護（予防を含む）   

【受給者数及び費用額等】  

F．福祉用具貸与（予防誉含む）  

【受給者数及び費用額等】  

○短期入所生活介護の実用額対前年同月比は平均8．6％増（平成21年4～9月分）、   

8．7％増（平成21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加牽が平均6．8％増（平成21年4～9月分）、6．0％増   

（平成21年11月分）で推移  

01人あたり費用額対前年同月比は平均1．7％増（平成21年4～9月分）、2・6％   

増（平成21年11月分）で推移  

○福祉用具貸与の費用観対前年同月比は平均8，2％増（平成21年4～9月分）、8・   

2％増（平成21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加率が平均10．4％増（平成21年4～9月分）、10．8％   

増（平成21年11月分）で推移  

01人あたり費用額対前年同月比は平均△2．0％減（平成21年4～9月分）、△2．   

2％減（平成21年＝月分）で推移  

○介護度別受給者割合では、要支援2及び要介護1の割合が増加し、要介護2及び要   

介護3の割合は減少している。  

短斯入所生活介護（予防  含む）の1人あた順用猥の推移  

平成20年  

平成20年  
】0月  

4月～9月  

ユ月  
1人あたり費用槌  

（1月平即  9l．5  弟6    98．6  9l．9    ★与  90．7  
（単軋千円）   

【参考】要介護度の比較（平成20年4月→平成21年4月）   

・主な増加・・・要支援2（7．4％→8．7％）、要介護1（9．0％→10．8％）  

要介護3（23．9％→223％）  主な減少…要介言隻2（25．9％→251％）   

出典介護給付糞実態調査（各月サービス提供分）  福祉用旦貸与（予防含む  の1人あたり費用額の推   移   

平成2晴  

平成祁年  10月  l一月  
4月－9月  

絹  
1人あた服用槌  

（1月平即   け7  廿6  川4  け5  川4          14．3  
廼  

【加算等】  

○サービス提供体制強化加算の事業所取得割合は、短期入所生活介護では、平成21年   

4月分は85．4％、平成21年10月分は88．0％となっている。   

また、介護予防短期入所生活介護では、平成21年4月分は82．7％、平成21年  

10月分は86．8％となっている。  

出典介護給付費実態調査（各月サービス提供分）  

○夜勤職員配置加算の算定割合は、夜勤職員配置加算（Ⅰ）が年度当初に比べると急   

激に上昇しており、平成21年11月分では42．9％の算定となっている。   

一方、夜勤職員配置加算川）は、年度当初に比べると緩やかに上昇しており、平   

成21年11月分では13．9％の算定となっている。  

【参考】報酬改定の概要   

基準を上回る夜勤職員の配置を評価する。  

ン 算定要件  

夜勤を行う介護職員 看護職員の数が、最低基進を1人以上上回ってし、る場合  

＞ 夜勤職員配置加算（1）13単位・…‥ユニット型以外  

ン 夜勤職員配置加算（Ⅲ）18単位・・・…ユニット型  
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5月    6月    7月    8月    9月   10月   IIFl  4月  

～看護体制加算（l）   ♯有識体制加算 川）  

（注）算定割合は、各事業所のサービス日数に対する各加算の算定日数の割合である。  
出典 介護給付費実態調査（平成21年度各月サーヒ、、ス分）  

○若年性認知症利用者受入加算の算定割合は、介護サービスでは0．06～0．09％   

台の間を推移し、介護予防サービスでは0．01％以下に止まっている。  

○看護体制加算の算定割合は、看護体制加算（Ⅰ）及び（‡）とも年度当初に比べる   

と上昇しており、看護体制加算（Ⅰ）では平成21年＝月分で42．1％、看護体   

制加算（Ⅱ）では平成21年8月分を頂点に若干下降し、平成21年11月分で40．   

9％の算定となっている。  

【参考】報酬改定の概要   

若年性認知症患者やその家族に対する支援を促進する観点から、若年性認  

知症患者を受け入れ、本人やその家族の希望を踏まえた介護サービスを提供  

することについて評価  
【参考】報酬改定の概要   

利用者の重度化等に伴う医療ニーズに対応する観点から、常勤の看護師の  

配置や基準を上回る看護職員の配置を評価。  

＞ 算定要件  

・看護体制加算（Ⅰ） 4単位  

常勤の看護師を1名以上配置  

■看護体制加算（刀） 8単位  

①看護職員を常勤換算方法で入所者数が25又はその端数を増すごと1名以上配置  

②当該事務所の看護職眉により、又は病院・診療所・訪問者讃ステーションの看護  

職月との連携により、24時間の連絡体制を確保  

4月    5月    6月    7月    8月    9月   10月   l＝］  

ヰ・若年性認知症利用者受入加算  ♯若年性認知症利用者受入加算（介推予防）  

（注）算定割合は、各事業所のサービス日数に対する各加算の算定日数の割合である。  

出典・介護給付費実態調査（平成21年度各月サイス分）  
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H．特定施設入居者生活介護（予防を含む）  

【受給者数及び費用額等】  

○特定施設入居者生活介護の費用額対前年同月比は平均14．7％増（平成21年4～   

9月分）、14．3％増（平成21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加率が平均9．5％増（平成21年4～9月分）、9，0％増   

（平成21年11月分）で推移  

01人あたり費用額対前年同月比は平均4．7％増（平成21年4～9月分）、4．8％   

増（平成21年11月分）で推移  
14％   1G％   17％   17％   17％   17％   17％   18ワ。  

」月    5月    6月    7月    8  ！）月   】0仁】  】1月  特定施設入居者生活介護（予防含む）の1人あた順用額の推移   

平成20年  

平成20年  

4月～9月  10月  11月  

3月  

1人あたり乗用頴  

（1月平即  t79．4  1794  18丁9  柑ユ9  †90†  用5．†  †9り  相川  購8  †92ロ  ほ古r  
（単位・千円）  ‾‾一   

出典・介護給付費実態調査（各月サービス提供分）   

－－ト医療機関連携加算  欄爪一医療機関連携′加算（介護了朝）  

（注）策定割合は、各事業所のサーヒス日数（介護予防は件数）に対する各加算の算定回数（ケ諸子  
防は件数）の割合である。  
出典 介護給付費実  r平成21隼既各牒右イ★分  

○障害者等支援加算の算定割合は、介護サービスでは平成21年5月分移行緩やかに上   

昇傾向にあり、平成21年11月分では1．4％となっている。   

一方、介護予防サれビスでは0．4％前後を横ばいに推移している。  

【参考】報酬改定の概要   

養護老人ホームである外部サービス利用型特定施設において、知的障害や  

精神障害等により特に支援を必要とする利用者に対して基本サ鵬ビスを提供   

した場合を評価  

ン 障害者等支援加算 20単位／日  

ン 算定要件  

委譲老人ホームである外部サービス利用型特定施設において、精神上の確言等により  

特に支援を必要とする者に対して基本サビスを行った場合  

【加算等】  

○医療機関連携加算の算定割合は、介護予防サービスでは平成21年4月分に比べ7月   

サービス分まで増加し、その後横ばいに推移している。平成21年11月分で50．   

9％となっている。   

一方、介護サービスでは1．3～1．7％台の間で横ばいに推移している。  

【参考】報酬改定の概要   

病院又は診療所に入院する利用者につき、当該病院又は診療所の職員に対  

して、利用者に関する必要な情報を提供した場合を評価  

＞ 医療機関連携加算 80単位／月  

＞ 算定要件  

看護職員が利用者ことに健康の状況を継続的に記録するとともに、当該利用者の同意  

を得て、協力医療機関又は当該利用者の主治医に対して、看護瞞鼻が当該利用者の健康  

状況について月1回以上情報を提供」た場合  
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○居宅介護支援の医療連携加算の算定割合は、平成21年4月分の0．71％から上昇   

していたが、平成21年7月分の0．96％を頂点に若干下降傾向にある。平成21   

年11月分で0，89％である。  

t．居宅介護支援（予防を含む）  

【受給者数及び費用額等】  

【参考】報酬改定の概要   ○居宅介護支援・介護予防支援の費用額対前年同月比は平均15．6％増（平成21   

年4－9月分）、18．3％増1平成21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加率が平均4 ．1％増（平成21年4～9月分）、4．4％増   

（平成21年11月分）で推移  

01人あたり莞用額対前年同月比は平成11．1％増（平成21年4～9月分）、13・   

3％増（平成21年11月分）で推移  

病院又は診療所に入院する利用者につき、当該病院又は診療所に関する必㌔  

要な情報の提供を求めることや、その他の連携を行った場合の評価   

＞ 医療連携加算150単位／月（利用者1人につき1固を限度）   

＞ 算定要件  

病院又は診療所に入院する利用者につき、当該病碗又は診療所の職員に対して、利用者にヲ  

関する必要な情報を提供した場合  

平成抑年  10月ILR  
4月～9月   

1人あた順用壊  

（1月平即  9－4  9．4  10．与    10．4  10．5  10．5  軋5  10．6  
一千円）  

出典：介射的嚢実態説  査（各月サービス提供分）   

了
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【加算等】  

○特定事業所加算の事業所取得割合は、居宅介護支援は平成21年4月分で10・7％、   

平成21年10月分で15．3％となっている。  

4月   5月   6月   7月   8月   9月  10月  11月  
（注）算定割合は、各事業所のサービス回数に対する各加範の昇定回数の割合てある。  

出典：介護給付費実態訴査（平成21年度各月腑イス分）  
【参考】報酬改定の概要   

事業所の独立性を高める観点から、実態に即し段階的に評価する仕組みに  

見直し。   

＞ 算定方針  

中重度者や支援困難ケースへの積極的な対応を行うほか、専門性の  

高い人材を確保し、質の高いケアマネジメントを実施している事業所  

を評価  

対象事業所は、以下の要件に該当するモデル的な居宅介護支援事業  
所  

①公正中立性を確保し、サービス提供主体からも実質的に独立した事業所  

②常勤かつ専従の主任介護支援等門鼻及び介護支援専門員が配1され、どのような支援困難  

ケースでも適切に処理できる体制が整備されているか。  

き  

○退院・退所加算（Ⅱ）の算定割合は、平成21年4月以降、0．8～1．0％の間を   

推移し、退院・退所加算（Ⅰ）の算定割合は、平成21年4月以降、0・4～0．6％   

の間を横ばいで推移している。  

【参考】報酬改定の概要   

退院又は退所にあたって、病院等の職員と面談を行い、利用者に関する必  

要な情報の提供を求めることや、その他の連携を行った場合の評価   

＞ 退院・退所加算（Ⅰ） 400単位／月   

＞ 退院・退所加算（】） 600単位／月   

＞ 算定要件  

退院・退所加算（Ⅰ）・‥入院期間又は入所期間が30日以下の場合  

退所・退院加算（Ⅱ）…入院期間又は入所期間が30日を超える場合  
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○小規模多機能型居宅介護事業所連携加算の算定割合は、介護サービスでは平成21   

年4月分以降下降し、平成21年11月分では0．02％となっている。   

一方、介護予防サービスでは、平成21年4月以降0．01％以下で緩やかに下降し   

ている。  

【参考】報酬改定の概要   

居宅介護支援を受けていた利用者が居宅サービスから小規模多機能型居宅  

介護へと以降する際に、居宅介護支援事業者が有する利用者の必要な情報を  

小規模多機能型居宅介護事業所に提供した場合等の評価   

ン 小規模多機能型居宅介護事業所連携加算  300単イ立／月  

4月    5月    6月    7月    8月    9月   10月    ＝月  

ゆ小規模多機能型紺∈介護中葉所虻磯雄牒  
州ベト皿小規模多機能型居宅介護覇業所通牒加算（介護7■防）  

（址）算定割合は、各事業潤け）サーJビス回数に対する各伽貨♂〕算定回数C7〕割合てある  

出典：介護給付費実態調査（平成21隼度各月サーヒ1分）  
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J．夜間対応型訪問介護  

【受給者数及び費用奴等】  

K．小規模多機能型居宅介護（予防を含む）  

【受給者数及び費用額等】  

○夜間対応型訪問介護の費用額対前年同月比は平均77．5％増（平成21年4～9月   

分）、51．3％増（平成21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加率が平均52．2％増（平成21年4～9月分）、37．6％   

増（平成21年11月分）で推移  

07人あたり費用額対前年同月比は平均16．7％増（平成21年4～9月分）、9．9％   

増（平成21年11月分）で推移  

○小規模多機能型居宅介護の費用額対前年同月比は平均51．5％増（平成21年4～   

9月分）、41．8％増（平成21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加率が平均42．9％増（平成21年4～9月分）、33．7％   

増（平成21年11月分）で推移  

01人あたり費用額対前年同月比は平均6，0％増（平成21年4～9月分）、6．1％   

増（平成21年11月分）で推移  

J＼隠棲多  踊型居宅介護（予防含む畑1人あたり‡用額の推移   

平成20年  

平戯咋  
用－9月  

相月  

絹  
1人あた順用親  

（1月平瑚  175．7  176．丁  柑6一†  胤l  柑6－l  購．7  闇．0  柑6．7  柑69  柑7．2  購9  

（単位一千円）  

i（各月サービス提供分）   

夜㈲対応型訪問介護の1人あたり費用鎮の推移   

平成期年  
平成卸年  
絹－9月  10月  l用  

3月  

1人あたり銅材  

（1月平均）  2l．¢  23．4  25・考  25．1  25．8  24．6  25．q  之6．0  25，1  25．了  25．0   
（単位・干円）  

対前年同月比  
出典：介護鮒責実相幸崎月サービス提供分）   

【加算等】  【加算等】  

○サービス提供体制強化加算の事業所取得割合は、平成21年4月分は9，6％、平成   

21年10月分は12，0％となっている。  
○サービス提供体制強化加算の事業所取得割合は、小規模多機能型居宅介言隻では、平   

成21年4月分は47．6％、平成21年10月分は52．9％となっている。   

また、介護予防小規模多機能型居宅介護では、平成21年4月分は51．0％、平成   

21年10月分は54．8％となっている。  

○事業開始時支援加算   

介護サービスの事業開始時支援加算（Ⅰ）の算定割合は、9．1～11．8％、事   

業開始時支援加算（Ⅱ）の算定割合は、10．6～12．3％となっており、横ば   

いで推移。   

一方、介護予防サービスの事業開始時支援加算は、4月サービス分の18．2％か   

ら上昇し、7月サービス分以降は下降して推移。  

【参考】報酬改定の概要   

居宅介護支援事業者との連携の推進や利用者の増加を図るとともに、宿泊  

サービス利用者がいない場合の夜勤職員の配置基準の見直しにより、事業開  

始後の一定期間における経営の安定化を図るための評価  
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218％   21．7％  
－－   

－－、  

羞 

2。。％j＿仙【  

㌘．3％  法77％  漁ヱ％  27七％  274ヤも  

4月    5月    6月    7月    8月    9月   10月    ＝月  194㌧も 192％ 195％  200％ 1！）T％  
ド1T⊥ゝJ∴  

十事業開始時支援加算（11 芸事業開始時支援加夢 √口）  事案閉脚ji三脚〕l牒  

（注）算定割合は、各髄某所のサ椚ヒス件数に対する各伽貸の算定件数の割合である。  
出典：介言垂給付費実態調査（平成21年厚各月サイス分1  

5月   〔）月    T F一    日ロ   リ月   10月   1川  

・・・一一◆｝看護臓員配置劫慣（I ｝・一・帥有言削鵡邑貞上帯力【牒（口 

（注）算定割合は、各事業所償サrヒ升件数に対する射州算〃〕算定イート数〔り割合ても〕る  
拙此二介護給付費実魔儒僑1ヰ城甘西／隻各月イーヒ ス分1  
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L．認知症対応型共同生活介護（予防を含む）   

【受給者数及び費用額等】  

○認知症対応型共同生活介護の費用額対前年同月比は平均5．5％増（平成2丁年4～   

9月分）、5．3％増（平成21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加率が平均4．5％増（平成21年4～9月分）、4－ 2％増   

（平成21年11月分）で推移  

01人あたり費用額対前年同月比は平均1．0％増（平成21年4～9月分）、1．1％   

増（平成21年11月分）で推移  

護（和合む）の1人あたり童用額の推移   

平成2咋  

平成抑年  
4月～9月  

3月  

1人批服用鋲  

（1月平均）  263．5  2陀4  266．1  261．0  Z6S．6  Z6†8  2軋5  三和一8  Z6Z8  2汁2  ～陀8   
（蔓性・千円）  

ガ前年同月比  
出典：介護鮒‡実態頭重（各月サービス離分）   

4月    5月    6月    7月    8月    9月   10月    ＝月  

・ニミ退居時相談援助加算    －－■－一過所時相談援助加貰（介護予防）  

l  （注）算定割合は、各事業所のサービス目数に対する各加算の算定回数の割合である。  

、   一 汁・＝・∴・ご          ＿  

【加算等】  

○サービス提供体制強化加算の事業所取得割合は、認知症対応型共同生活介護では、   

平成21年4月分は58．2％、平成21年10月分は65．8％となっている。   

また、介護予防認知症対応型共同生活介護では、平成21年4月分は54．2％、平   

成21年10月分は61．3％となっている。  

4月    5月    6月    7月    8月    9月   10月  l1月   

－－◆一着取り介護加算  

（温）算定割合は 各事業所のサービス日  日数の割合であるっ  
出典 介護給付費実態調査（平城21年度各月寸イス分）  
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′l ／ l  

′   ＼  
′  

／  

／  

【）00動  

0－002％  0002％  0  

－－－1■－－－」■－－－」■  

1月    5月    そ）月  7日    8月    9日   lOF】  l＝］  
ヰ認知症行動・心理症状緊急対応加算＋Ⅳ一掛川吾郎榔信行動・工・理症扶緊急打にノ邦貨 り「云堕7・ロムノ  

（庄）算定割合は、各事業所♂〕サーヒスリ故に対する各力l訝鋸鋒走‖毒性欄帰てある  
ノ土川吐 介護給付費実態調査（平†J父21隼度各月†一ヒ1分）  

○認知症行動・心理症状緊急対応加算の算定割合は、介護サービスでは0．001  

～0．002％の間を推移している。  

一方、介護予防サービスでは、利用者がほとんどいないが、母数が少ないため変動  

が大きい（平成21年10月分で0．02％）  1－400％ 71278‰  

一一一書ー ∴‥  弘一－－嶋・・←  【参考】報酬改定の概要   

家族関係やケアが原因で認知症の行動・心理症状が出現したことにより在  

宅での生活が困難になった者を緊急的に受け入れた場合の評価   

＞ 認知症行動・心理症状緊急対応加算 200単位／日（入所日から7日  

を限度）   

＞ 算定要件  

認知症日常生活自立度がⅢ以上であって、認知症行動・心理症状が認められ、在宅生活  

が困難であると医師が判断した者  

ー■・・■・一′一・一・・－・－ノ〟ノノ”…一・叫一・■州ノ”ノ”一′・一一√～川岬  

ヽ  一も 八【1川／   ∩7－11現、  0731り  
71ま％   

ヽ■＿＿＿一■、  0（i12％  0  

oG30％ OG58％ OG57％ oG35％ OG40％  

1月    5月    6月    7月    8月    9月   10月   l＝］  

ヰー若年性謎知症利用者受入加萌   －、■ト一半隼性認知症利用者受人力【】算（介縄了朝1  

（注）策定割合は、各ヰl某所のサーヒス日数に対する各加算m算定日数の割合である  
損典 介言年給付常実態調査（平わ丈21年度各月トヒ1分）  
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○認知症専門ケア加算の算定割合は、介護サービスの認知症専門ケア加算（Ⅰ）及び   

（正）とも横ばいで推移しており、平成21年11月分では認知症専門ケア加算（i）   

は13．5％、認知症専門ケア加算（Ⅱ）は1．1％となっている。   

一方、介護予防サービスの認知専門ケア加算は平成21年4月分以降、4．4～6．   

7％の間で推移している。  

M．介護福祉施設サービス   

【受給者数及び費用額等】  

○介護福祉施設サービスの費用額対前年同月比は平均5．8％増（平成21年4～9月   

分）、6．2％増（平成21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加率が平均2．0％増（平成21年4～9月分）、1．7％増   

（平成21年‖月分）で推移  

01人あたり費用額対前年同月比は平均3．7％増（平成21年4～9月分）、4．4％   

増（平成21年11月分）で推移  

【参考】報酬改定の概要   

認知症介護について一定の経験を有し、国や自治体が実施又は指定する認  

知症ケアに関する専門研修を修7した者が介護サービスを提供することにつ  

いて評価   

＞ 認知症専門ケア加算（f） 3単位／日   

＞ 認知症専門ケア加算（Ⅱ） 4単位／日  
平成卸年  
4月～9月   10月  11月  

1人あたり費用舗  

（†月平均）  2抑．5  25，．1  27D．2  2糾．2  273，2  2路7  2149  2－5．6  2675  2了6Z  267．8  

（単位・千円）  

」  
出鼻介護厳付糞実簸調査烙月サービス提供分〕  

【加算等】  

○サービス提供体制強化加算の事業所取得割合は、平成2†年4月分は41．8％、平   

成21年10月分は35．6％となっている。  

4月    5月    6月    7月    8月    9月   10月   11月  

㌻認知症専Ptけ丁加算（l） ∴≡ト認知症専門ケ7加算 川） 仙≠晶▲V叫認知症専門ケア加算（介護予防）  
○日常生活継続支援加算の事業所取得割合（※）は、平成21年4月分で51．7％、   

平成21年10月分は60，7％となっている。  

※日常生活継続支援加算の事業所取得割合は、介護給付費実態調査の特別集計である。  

（注）算定割合は、各事業所のサービス日数に対する各加算の算定日数の割合である。  

出典：介護給付費実態調査（平成封年度各月サーと～ス分）  

【参考】報酬改定の概要   

介護度が困難な者に対する質の高いケアを実施する観点から、認知症高齢  

者等が一定割合以上入所しており、入所者数に対し介護福祉士を一定割合以  

上配置している施設を評価するとともに、基準を上回る夜勤職員の配置を評  

価   

＞ 日常生活継続支援加算  22単位／日   

＞ 算定要件  

次のいずれ／こも該当する場合  

①入所者のうち、要介護4～5の割合が65％以上又は認知症日常生活自立度Ⅲ以上の割  

合が60％以上であること。  

②介護福祉士を入所者の扱が6又は園は数を増すことに1以上配置していること。  

34   33  



〟 
有志21年＝≡             ∃  ○看護体制加算の算定割合は、全ての区分でほぼ横ばいとなっており、  

月分では、（Ⅰ）イは18．8％、（Ⅰ）□は64．9％、（Ⅱ）イは13，7％、（］）  

口は41．3％となっている。  

【参考】報酬改定の概要   

常勤の看護師の配置や基準を上回る看護職員の配置を評価   

＞ 看護休制加算（Ⅰ）イ〔定員3ト50人〕  6単位／日  

看護体制加算（Ⅰ）ロ〔定員30人文は5】人以上〕 4単位／日  

看護体制加算（］）イ〔定員3ト50人〕  13単位／日  

看護体制加算（Ⅱ）ロ定員30人文は51人以上〕  8単イ立／日   

ン 算定要件  

看護体制加算（Ⅰ）－常勤の看護師を1名以上配置していること。  

看護体制加算（Ⅱ）：①看護職員を常勤換算方法で入所者敷か25又はその端数を増すご  

とに1名以上配茸  

②最低基準を1人以上上回って看護職員を配置  

③当該施設の看護職員により、又は病院・診療所 訪問看護りバン  

の看護職員との連携により、24時間の連絡体制を確保  

700％ ′r””  ‰  

（…｛ “  

○若年性認知症入所者受入加算の算定割合は、平成21年4月分以降0．08～0．1％   

の問を横ばいで推移している。  

【参考】報酬改定の概要   

若年性認知症患者やその家族に対する支援を促進する観点から、若年性認  

知症患者を受け入れ、本人やその家族の希望を踏まえた介護サービスを提供  

することについて評価   

＞ 若年性認知症利用者受入加算120単位／日   

35  



○⊂】腔機能維持管理加算の算定割合は、平成21年4月分以降上昇傾向であり、平成  

21年‖月分では0．82％となっている。  

【参考】報酬改定の概要   

介護職員が入所者に対して計画な口腔ケアを行うことができるよう、歯科  

医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、当該施設の介護職員に対し  

て、入所者の口腔ケアに係る技術的助言及び指導等を行う場合を評価   

＞ 口腔機能維持管理加算 30単位／月  

占弛  

、○認知症専門ケア加算の算定割合は、（ユ）では平成21年5月分以降上昇傾向であ  

り、直近の平成21年11月分では0．23％となっている。  

一方、（Ⅱ）では、0．1％台を横ばいで推移している。  

【参考】報酬改定の概要   

認知症介護について一定の経験を有し、園や自治体が実施又は指定する認  

知症ケアに関する専門研修を修了した暑が介護サービスを提供することにつ  

いて評価   

＞ 認知症専門ケア加算（Ⅰ） 3単位／日  

認知症専門ケア加算（正） 4単位／日  

4月    5月    6月    7月    8月    9月   10月   11月  

｝口腔機能維持管瓢加算  

（注）算定割合は．各事業所のサ山ヒス日数に対する各加貰の算定口数の割合てある。  
出動 介護給付費実態調査（平成21年度各月寸一ヒス分）  
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N．介護保健施設サービス   

【受給者数及び費用額等】  

900％   

800％   

7DO％   

GO O％   

500％   

1いし仁．   

300％   

200％  

G％  758％  7G7％  775％一  

○介護保健施設サービスの費用額対前年同月比は平均7．2％増（平成21年4－9月   

分）、7，7％増（平成21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加率が平均2．2％増（平成21年4～9月分）、2．4％増   

（平成21年11月分）で推移  

01人あたり費用額対前年同月比は平均4．9％増（平成21年4～9月分）、5．2％   

増（平成21年11月分）で推移  
1（川％て一｝岬〉‾【′”〝〝‾▲州W  

ハトl、  

介護保健施設サービスの1人あたり糞   用捜の推移  

平成20年  

平成之0年  

4月－9月  

ユ月  
1人あたり費用韻  

（一月平郵  ～744  27J9  2878    ～90d  28Jd  ～934  29d5      285ヰ  
（単位千円）  い▼   

4月     5月  6月    7月    8月    し）月  川牒   l】月  

州可ト一夜勤暇員配置イブ【頂  

し′」．ノ 爵定風情¶、各事業所〔リサーヒス‖敬．こ斉」7る各ル渇しり鼻定1」故ん割合てム乙  

ミリ廷 J「推給ナナ賛美態調＃「叫11こ2川‾坦各R★〔て分1  

出典介護鰯付黄葉態調査烙月サービス提供分二  ナルケア加算の算定割合は、平成21年4月分の0．04％から  

り、平成21年11月分では0．1％となっている。  

【参考】報酬改定の概要   

介護老人保健施設における実態を勘案し、看取りの際のケアについて評価   

＞ ターミナルケア加算 200単位／日（死亡日以前15～30日）  

315単位／日（死亡日以前14日まで）  

【加算等】  

○サービス提供体制強化加算の事業所取得割合は、平成21年4月分では4．5％、平   

成21年10月分は96．7％となっている。  

○夜勤職員配置加算の算定割合は、平成21年4月分以降上昇傾向であり、平成21年  

11月分では77．5％となっている。  

【参考】報酬改定の概要   

基準を上回る夜勤職員の配置を評価   

＞ 夜勤職員配置加算  24単位／日   

＞ 算定要件  

・41床以上の場合・①入所者の散が20又はその端数を増すごとに1以上の数の夜勤を行う  

介護職員・看護職員を配置、②2名を通えて配置  

・41床未満の場合・・①入所者の数が20又はその端数を増すごとに1以上の数の夜勤を行う  

介護職員・看護職貞を配置、②1名を超えて配置  
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○若年性認知症入所者受入加算の算定割合は、平成21年4月分以降上昇傾向であ  

平成21年11月分では0∴09％となっている。  

【参考】報酬改定の概要   

若年性認知症患者やその家族に対する支援を促進する観点から、若年性認  

知症患者を受け入れ、本人やその家族の希望を踏まえた介護サービスを提供  

することについて評価   

＞ 若年性認知症利用者受入加算120単位／日  

4月    5月    6月    7月    8月    9月   10月   11月  

｝認知症専門灯加算（Ⅰ）  ♯認知症専l】lけ用tl算（口）  

（注）算定割合は、各事業所のサーヒス日数に対する各加夢の策定口数の割合てある。  

出典 介護給付費実態調査（平成21年度各月サーヒス分）  
劉  

○認知症情報提供加算の算定割合は、平成21年4月分から下降傾向であり、平成21   

年11月分では、0．00005％となっている。  

【参考】報酬改定の概要   

認知症の確定診断を促進し、より適切なサービスを提供する観点から、認  

知症の疑いのある介護老人保健施設入所者を認知症疾患医療センター等に対  

して紹介すること一について評価   

＞ 認知症情報提供加算 350単位／回  

仰叩一仙”仰仰”】…■′‾両脚■仙脚仙仙酬叫 
xx? 

0．00018％   

0，0001G％   

0，00014％   

000012％   

0．00t）10％   

0．00008％   

0．00006％   

000004％   

0000（）2％   

0．00000％   

○認知症専門ケア加算の算定割合は、（l）及び（Ⅲ）とも平成21年4月分から緩や   

かに上昇しており、平成21年11月分では、（Ⅰ）は0．33％、川）は0．16％   

となっている。  

【参考】報酬改定の概要   

認知症介護について一定の経験を有し、園や自治体が実施又は指定する認  

知症ケアに関する専門研修を修了した者が介護サービスを提供することにつ  
いて評価   

＞ 認知症専門ケア加算（Ⅰ） 3単位／日  

認知症専門ケア加算（Ⅱ） 4単位／日  4月   5月   6月    7月   8月    9月   】0月  

ートー一誌知床情報提供川】算  

（注）算定割合は、各事業所のサービス日数に対する各拙僧の夢定回数の割合である。  
出典 介護給付費実態調香（平成21年度各月サーヒ√ス分）  
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0．介護療養施設サービス  

【受給者数及び費用額等】  

腔機能維持管理加算の算定割合は、平成2†年4月分以降上昇傾向であ  り、平成  

21年11月分では0．95％となっている。   

【参考】報酬改定の概要   

介護職員が入所者に対して計画な口腔ケアを行うことができるよう、歯科  

医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、当該施設の介護職員に対し  

て、入所者の口腔ケアに係る技術的助言及び指導等を行う場合を評価   

＞ 口腔機能維持管理加算 30単イ立／月  

○介護療養施設サービスの費用額対前年同月比は平均△9．0％減（平成21年4～9   

月分）、△8．9％減（平成21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加率が平均△8．5％滅（平成21年4～9月分）、△8．8％   

滅（平成21年11月分）で推移  

01人あたり費用額対前年同月比は平均△0．5％減（平成21年4～9月分）、△0．   

2％滅（平成21年11月分）で推移  

介護療養施設サービスの1人あたしj費用額の推移   

平成20年  

平成20年  

4月－9月  川角  
3芦  

1人あた順用頴  

（1月平榔  J90‘  3885  3紺4      J82．2    3959      3838   
（皇位二千剛                                   t◆ 
対前年同月比  古  
出典介護給付費実蕃舶格月サービス提供針   

【加算等】  

○サービス提供体制強化加算の事業所取得割合は、平成21年4月分は77．9％、平  

成21年10月分は84．0％となっている。  

○若年性認知症患者受入加算の算定割合は、平成21年4月分以降0．10～0．12％   

の問で推移している。  

【参考】報酬改定の概要   

若年性認知症患者やその家族に対する支援を促進する観点から、若年性認  

知症患者を受け入れ、本人やその家族の希望を踏まえた介護サービスを提供  

することについて評価   

ン 若年性認知症患者受入加算120単位／日  
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○口腔機能維持管理加算の算定割合は、平成21年4月分以降上昇傾向であり、平成  

21年11月分では0．98％となっている。  

【参考】報酬改定の概要   

介護職員が入所者に対して計画な口腔ケアを行うことができるよう、歯科  

医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、当該施設の介護職員に対し  

て、入所者の口腔ケアに係る技術的助言及び指導等を行う場合を評価   

＞ 口腔機能維持管理加算 30単位／月  

○認知症専門ケア加算の算定割合は、（Ⅰ）では平成21年4月分から上昇後、5月分   

以降は横ばいで推移し、平成21年11月分は0．25％となっている。   

一方、（Ⅱ）では4月サービス分以降、若干の増加はみられるものの0．05％以下   

でほぼ横ばいに推移している。  

【参考】報酬改定の概要   

認知症介護について一定の経験を有し、国や自治体が実施又は指定する認  

知症ケアに関する専門研修を修了した者が介護サービスを提供することにつ  

いて評価   

＞ 認知症専門ケア加算（工） 3単位／日  

認知症専門ケア加算（Ⅱ） 4単位／日  

4月   5月   6月   7月   8月   9月  10月  
－◆・－認知症専門ケア加算（l） ＋認知症専門ケ7加筆川）  

（注）算定割合は、各事業所のサービス日数に対する各加算の算定日数の割合である。  

出典：介護給付費実態調査（平成21年度各月サイス分）  
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